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第 1章

序論

1.1 はじめに

1.1.1 研究背景

IT システムを構成する環境としてクラウドと呼ばれるサービスの利用が広まってい
る．クラウドには単一の定義は存在しないが，アメリカ国立標準技術研究所の報告書に

おけるクラウドコンピューティングの定義は数多く引用されており，当該報告書におい

てクラウドコンピューティングは次のように定義されている．「構成変更可能な計算資源

（ネットワーク，サーバ，ストレージ，アプリケーション，サービスなど）からなる共有

プールに対して，要求に応じて容易にネットワークを介したアクセスを可能とするモデル

であり，最小限の管理努力，最小限のサービス提供者との交信によって迅速に資源の用

意，解放が可能である」（[1]，p.2，訳は引用者による）．クラウドは提供する機能の形態
によって，Software as a Service(SaaS)，Platform as a Service(PaaS)，Infrastructure
as a Service(IaaS)などに分類される．本論文では仮想化されたサーバ資源であるインス
タンスをネットワークを介してサービスとして提供する形態である IaaSを主に対象とし，
以下クラウドと述べた時は IaaSを指す．計算機環境としてのクラウドは，サーバを自ら
保有・管理する従来のオンプレミス環境と異なり，全ての資源は仮想化されたものであ

り，一つのシステムを複数のユーザが共有して利用するマルチテナント方式が主流となっ

ている．クラウド環境においてユーザはオンデマンドに迅速な資源の調達・破棄が可能で

あり，クラウド環境が提供する新たな機会としてユーザに広く受け入れられている．その

一方で，クラウド環境における資源の利用にあたっては，資源が仮想化されていることに

よりオンプレミスと比べて均質な資源を確保することが困難である，またビジネスから生
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図 1.1: データベースエンジンにおける動的資源伸縮と動的資源非均質性吸収によるクラ
ウド環境への適合

じるワークロードの変動性が従来より動的になってきているといった，システムに対する

新たな課題が生じる．従来のソフトウェアの多くはオンプレミス環境において実行される

ことを前提に設計されているが，クラウド環境における当該課題を踏まえた設計を行うこ

とによって，よりクラウド環境に適合した資源の利用が可能になると考えられる．

一方，全世界で生み出されるデータ量は 2年ごとに 2倍になるとも予想されており [2]，
ビッグデータとも呼ばれる当該大規模データの解析による利活用が競争優位性の源泉とな

るとされている．高速なビッグデータ解析のためには多くの資源が必要となるが，価格性

能比の観点から，単体あるいは少数の高価で高性能なサーバを用いるのではなく，多数の

コモディティサーバをネットワークで接続するクラスタシステムが用いられることが多

い．当該クラスタシステムにおいて，クラウド環境はシステム運用開始前の予測需要のみ

ではなく運用開始後の実需要に基づいたインスタンスの構成やインスタンス数の迅速な変

更が可能になるなどの利点があり，ビッグデータ解析システムにおけるクラウド環境の利

用が広まっている．並列データベースエンジンは複数のサーバを用いてクエリ処理を並列

化することによってクエリ実行を高速化するデータベースエンジンであり，ビッグデータ

8



解析に利用される主なクラスタシステムの一つである，従来の並列データベースエンジン

の多くはオンプレミス環境を前提に設計されており，クラウド環境において十分に適合し

ているとは言えない．ビッグデータ解析におけるクラウド環境の資源を利用するにあたっ

て，クラウド環境により適合した並列データベースエンジンの設計が重要になるものと考

えられる．

本論文では，クラウド環境における課題である，ワークロードの動的変動性ならびに資

源の非均質性という 2 つの課題に着目する．本論文では，並列データベースエンジンの
代表的なアーキテクチャの一つである共有ストレージ型並列データベースエンジンについ

て，ワークロードの動的変動性に対してはクエリ実行時の動的資源伸縮を実現する資源調

整手法を，ならびに資源の非均質性に対しては動的資源非均質性吸収を実現する負荷分散

手法を提案することにより，クラウド環境に適合しクラウド資源の高次利用を可能とする

並列データベースエンジンの実現を目指す（図 1.1）．

1.1.2 動的資源伸縮を実現する資源調整機構

オンプレミス環境においては，一般にサーバの調達開始から実際にサーバが利用可能に

なるまでは数週間から数ヶ月の時間が必要であり，サーバの破棄についても即座に行うこ

とはできないが，クラウド環境では，ユーザは仮想化されたサーバであるインスタンスを

オンデマンドに調達・破棄することが可能であり，当該調達・破棄の実行は一般に数十秒

から数分程度で完了する．また，オンプレミス環境では，多くの場合サーバは調達時に購

入されるため，サーバを破棄した場合に削減可能なものは当該サーバの保守・管理費用の

みである．一方，多くのクラウドではインスタンスを実際に利用した時間に応じて金額が

決まる従量課金性が用いられているため，インスタンスの破棄を行った場合には，破棄し

たインスタンスの量に応じた利用コストの削減が可能となる．

サーバ調達におけるこれらの特徴から，あるシステムにおける資源需要予測と実際の資

源需要，ならびに当該需要予測に基づいたオンプレミス環境，クラウド環境に各々環境に

おけるサーバ調達による利用可能資源量の変動の概念図を図 1.2に示す．図 1.2では簡単
のため資源需要予測は線形に増加するものとする．

オンプレミス環境においては，システムの資源需要の予測に基づいて，事前にサーバ

調達を開始することによって，利用可能な資源量が，予測需要を上回らないようにする．

図 1.2では事前に開始したサーバ調達が t1 の時点で完了し利用可能な資源量が増加して

いる．しかし，システムの資源需要予測が実際の需要を上回る，あるいは需要の変動サイ

クルにおいて需要の低い時間帯であるなどの理由により，利用可能資源量が資源需要を上

9
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図 1.2: オンプレミス環境およびクラウド環境における割当て資源の変動の概念図

回る時間帯が存在し，当該時間帯においては資源の余剰が発生することになる．さらに，

突発的な需要の上昇などによって資源需要が利用可能資源量を上回る状況が損残滓，当該

状況において利用可能資源は不足することとなるが，オンプレミス環境においてはサーバ

調達に長時間を要するため，当該資源不足を即座に解消することは困難である．図 1.2で
は，t2 の時点において資源需要が利用可能資源を上回り資源不足が発生する．t2 時点で

サーバ調達を開始するが，実際に資源がシステムに割当てられ利用可能となるのは t3 で

あり，t2 から t3 までの期間は資源不足が続くこととなる．

一方，クラウド環境においてはインスタンスの調達に要する時間が短いために，実際の

資源需要の変動に併せてインスタンスを調達・破棄することが可能であるため，オンプレ

ミス環境と比べて大幅に余剰資源の量を削減し，資源の利用コストを削減することが可能

である．また，突発的な資源需要の上昇についても，インスタンスを即座に調達すること

によって必要な資源を短時間で確保することが可能である．

本論文では，図 1.2におけるクラウド環境での資源調達のように，システムにおいて要

10



Cloud Resources
Memory Storage NetworkComputing

Database Engine

Resource Pool

Query Executor Query 1 Query Executor Query 2

Static Elasticity

Dynamic Elasticity

図 1.3: 動的資源伸縮性を有するデータベースエンジン

求に応じて割当てる資源の量を調整可能な性質のことを，資源伸縮性と称する．単一の

サーバ内で処理が完結するために利用する資源量に応じてシステム全体の性能向上が得ら

れるシステム，例えばWebサーバなどでは，クラウド環境が提供する迅速なオンデマン
ド資源調達を利用して資源伸縮性を実現することは容易であり，実際に広く利用されてい

る．しかし，並列データベースエンジンのように複数のサーバが協調して動作するソフト

ウェアにおいては資源伸縮性の実現は容易ではない．

並列データベースエンジンにおける資源伸縮性について，並列データベースエンジン全

体として利用可能な資源量の調整が考えられる．本論文では当該性質を静的資源伸縮性と

称する．従来の並列データベースエンジンの多くはデータベースエンジンに割当てる資源

の構成変更にシステムの再起動を要するが，Snowflake[3]や Redshift[4]のようなクラウ
ド環境を前提として設計された並列データベースエンジンでは，データベースエンジンの

再起動を行うことなく割当て資源の構成変更が可能であり，これらの並列データベースエ

ンジンにおいては静的資源伸縮性が備えられている．しかしながら静的資源伸縮性では

データベースエンジンにおいて実行中の各クエリに対してその実行に割当てる資源の量は

一定であるため，クエリの実行に割当てる資源については資源伸縮性が実現されていると
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は言えない．本論文では，並列データベースエンジンにおいて実行中の各々のクエリに対

しその実行に割当てる資源を調整可能な性質を動的資源伸縮性と称する．図 1.3に本研究
における目的である動的資源伸縮性を有するデータベースエンジンの模式図を示す．並列

データベースエンジンにおける動的資源伸縮性の実現により，クエリへの割当て資源調整

による資源利用効率の向上の機会が，従来はクエリ実行開始時のみだったところが任意の

タイミングへと大幅に拡大されることになる．実際の並列データベースエンジンの利用に

おいては異なる負荷特性や異なるフットプリントのクエリが随時実行されるため，あるク

エリの実行中に他のクエリが完了することにより新たに資源が利用可能など，クエリ実行

中に資源の利用状況は変化する．動的資源伸縮性を持たない並列データベースエンジンで

は，クエリ実行開始後に利用可能となった資源を割当てることを不可能であるが，動的資

源伸縮性を備えた並列データベースエンジンでは，クエリ実行中に新たに利用可能になっ

た資源を，当該クエリの実行に追加の資源として割当てることにより，実行中クエリの処

理速度を加速することが可能となる．また，並列データベースエンジンにおける利用可能

資源の全てが実行中のクエリに割当てられている場合に，ユーザが優先して完了させたい

クエリの実行が要求された状況において．動的資源伸縮性がないデータベースエンジンで

は，実行が要求されたクエリの優先度にかかわらず，いずれかの実行中クエリが完了し当

該実行中クエリに割当てられた資源が解放されるまで，新たにクエリを開始することはで

きない．動的資源伸縮性を備えたデータベースエンジンにおいては，実行を要求したクエ

リより低い優先度のクエリが実行中であれば，当該実行中クエリの資源割当てを減らし，

新たに利用可能となった資源を用いることによって高優先度のクエリの実行を即座に開始

することが可能となる．

本論文では，データベースエンジンにおいてクエリの実行に用いる資源の一つである演

算資源に着目し，共有ストレージ型データベースエンジンにおいて，クエリの実行時に当

該クエリの実行に割当てる演算資源をクエリの実行中に調整する手法を提案する．当該手

法によって，演算資源がクエリの実行速度を律速している状況においては，クエリの処理

スループットを加速，あるいは減速させることが可能となる．本論文では，提案手法を実

装した共有ストレージ型データベースエンジンの試作を示し，AWSを用いた当該試作に
よる評価実験を示し，その有効性を明らかにする．

1.1.3 動的資源非均質性吸収を実現する負荷分散機構

クラウド環境におけるインスタンスは，クラウド事業者が所有するデータセンタに収め

られたサーバを仮想化して提供されている資源であり，ユーザはクラウドサービスにおい
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図 1.4: クラウド環境における非均質なインスタンスの例

てオンデマンドにインスタンスを利用することが可能である．しかし，クラウド環境にお

いて複数のインスタンスを確保する場合には，以下に述べる理由から均質な処理能力のイ

ンスタンスを確保が困難であるという状況が起こり得る．まず，クラウド事業者がユーザ

に提供可能なインスタンスの量には実際には限りがある為，ユーザは要求した処理能力の

インスタンスを常に確保できるとは限らない．当該状況においてはユーザは異なる処理能

力のインスタンスを利用する必要がある．また，クラウド環境が提供するインスタンスは

仮想化されたものである為，同じ処理能力とされるインスタンスにおいても実際に有する

処理能力は異なる可能性がある [5–7]．図 1.4は当該状況の例の一つを示しており，パブ
リッククラウド環境の一つである Amazon Web Service(AWS)において，均一な処理能
力とされるインスタンス（c4.8xlarge)を 360インスタンス起動して，各々のインスタン
スにおいて 10秒間にわたって平方根を繰り替え計算し，各々のインスタンスにおいて計
測された平方根の秒間計算回数の分布を表したものである．多くのインスタンスは等しい

計算回数であったが，18 インスタンスでは 65% 以下の計算回数であり，40% 程度の計
算回数のインスタンスが 1 つ存在した．当該結果は，同じ処理能力とされるインスタン
スにおいて，実際に得られた処理能力が異なっていたことを示している．さらに，インス

タンスは仮想化されたサーバであるため，同一ハードウェア上で実行されている別インス
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タンスからの負荷印加や，インスタンスを別のハードウェアに移行するインスタンスマイ

グレーションなどによって，インスタンスの処理能力が動的に変動する可能性がある．即

ち，クラウド環境ではインスタンスは動的な非均質性を有しており，複数のインスタンス

を組み合わせて利用するクラスタシステムにおいて，クラウド環境の資源を高効率で利用

するためには，クラウド環境の動的資源非均質性を吸収することが求められる．

一方，オンプレミス環境では，自らハードウェアを所有・管理するため，複数のサーバ

を組み合わせて利用する場合に，各サーバの処理能力を均質なものにすることは容易であ

る．従来の並列データベースエンジンの多くはオンプレミス環境を前提としているため，

均質な処理能力のサーバを用いてクエリが実行されることを想定しており，クエリ実行に

おいては各サーバに可能な限り等しい仕事を割り当てる．クエリ実行に割当てるサーバの

処理能力に偏りがある場合，各サーバに等しい負荷を割り当てると，処理能力の低いサー

バにおける処理時間がクエリ実行時間を律速することとなり，処理能力の高いサーバの利

用効率が低下する．非均質なサーバの処理性能に起因するクエリ実行速度低下を軽減する

ためには，各サーバの処理能力に応じて当該サーバに負荷を割当てることによって，サー

バ間の負荷の偏りを均衡化する負荷分散手法が必要となる．さらに，クラウド環境におけ

るサーバの処理性能は動的に変動する可能性があるため，並列データベースエンジンにお

いてクラウド環境の資源を高効率で利用するためには，クエリの実行時に得られる情報を

用いて各サーバの処理能力を推定し，当該推定処理能力に基づいて負荷を均衡化する動的

負荷分散によって，クラウド環境の動的な資源非均質性の影響を吸収することが求めら

れる．

本論文では，共有ストレージ型並列データベースエンジンについて，演算資源の処理能

力に応じて負荷を分散させることにより，演算資源の処理能力の利用効率を向上させる動

的負荷分散手法を示す．当該手法は，データベースエンジンにおいてクエリの実行に用い

ている演算資源の処理能力をクエリの実行中に推定し，当該推定に基づきクエリ処理を構

成する各々の演算に要する処理時間を見積ることにより，処理時間が不均衡であった場合

には，演算資源間で負荷を移送しすることによって処理時間を均衡化する．本論文ではイ

ンデックス結合，ハッシュ結合およびハッシュ集約といった関係データベースエンジンに

おける典型的な演算を対象として，演算に要する処理時間の見積り手法および負荷移送手

法を示す．一般に，ハッシュ結合はのデータセット空間の広範のデータに対して処理が行

われる高選択率のクエリで有効であり，インデックス結合はデータセット空間の一部の

データに対して処理が行われる低選択率のクエリで有効となることが知られている．[8]．
ハッシュ結合とインデックス結合の両方について動的負荷分散手法を示すことにより，広

範な選択率のクエリに対して動的負荷分散による演算資源の利用効率の向上が得られるこ
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とが期待される．本論文では，提案手法に基づく動的負荷分散機構を備えた共有ストレー

ジ型並列データベースエンジンの試作実装を示し，パブリッククラウドをを用いて構成し

た実験システムにおいて行った評価実験によって，クエリの実行に用いる演算資源の処理

能力が均質でない場合には，演算資源の間で負荷がの偏りが生じてクエリの実行時間が長

くなるという問題を示すとともに，提案手法によって演算資源の間で負荷を均衡化し，ク

エリの実行時間が長くなることを軽減することが可能であることを示す．さらに，クエリ

実行時に演算資源の処理能力が変動する状況を模擬した評価実験を示し，提案手法によっ

て動的に生じ得る資源の非均質性による影響を軽減することが可能であることを明らかに

する

1.2 本論文の構成

本論文の構成は以下の通りである．

第 2章では，データベースエンジンにおける資源調整ならびに負荷分散に関して，提案
されている手法の特徴を纏めるとともに，本研究との関連について論じる．第 3章では，
共有ストレージ型並列データベースエンジンにおける資源伸縮性について論じ，クエリ実

行時の演算資源伸縮性を実現する動的演算資源調整手法を示すとともに，インデックス結

合，ハッシュ結合を対象として，当該ソフトウェアに基づくソフトウェアの構成手法を示

す．第 4章では，3章で提案する動的演算資源調整手法の有効性を検証するために，当該
手法に基づいた動的演算資源調整機構を有する共有ストレージ型データベースエンジンの

試作を示し，パブリッククラウド環境を用いて構成した実験システムにおいて行った評価

実験を示し，提案手法の有効性を明らかにする．第 5章では，共有ストレージ型並列デー
タベースエンジンにおいて起こり得る負荷の偏りについて論じ，当該偏りに起因するクエ

リ実行性能の低下を緩和する動的負荷分散手法を示すとともに，インデックス結合，ハッ

シュ結合およびハッシュ集約を対象として当該手法に基づくソフトウェアの構成手法を示

す．第 6章では，5章で提案する動的負荷分散手法の有効性を検証するために，当該手法
に基づいた動的負荷分散機構を有する共有ストレージ型データベースエンジンの試作を示

すとともに，パブリッククラウドを用いて構成した実験システムにおいて行った評価実験

を示し，提案手法によって非均質な演算資源の影響を軽減し，演算資源の利用効率を向上

することが可能であることを明らかにする．第 7章において本論文をまとめ今後の課題に
ついて述べる．
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第 2章

関連研究

2.1 並列データベースエンジンにおける資源調整に関する

研究

本論文では共有ストレージ型アーキテクチャの並列データベースエンジンを対象とし，

当該データベースエンジンにおける動的演算資源調整手法を提案しており，当該手法の有

効性を示すために行った試作実装ではキーバリューストアを共有ストレージとして用い

た．現在事業者によって提供されているパブリッククラウド環境の多くでは様々な資源が

サービスとして提供されており，演算資源として仮想化されたサーバであるインスタンス

を利用可能である他に，オブジェクトストレージやキーバリューストアなどのストレージ

資源が提供されている．当該ストレージ資源を共有ストレージとして用いる共有ストレー

ジ型データベースエンジンの研究が近年盛んに行われており [9–13]．キーバリューストア
をストレージとして用いたデータベースエンジンにおいて分析的なクエリを高速に実行す

る手法 [14]や，ストレージ入出力での競合を削減し共有ストレージ型データベースエンジ
ンにおいて高速にトランザクションを実行する方法 [15]などが提案されている．
並列データベースエンジンにおける代表的なアーキテクチャとして，本論文で対象とし

た共有ストレージ型の他，無共有型の並列データベースエンジンが広く用いられている．

無共有型データベースエンジンは演算資源においてストレージを共有せずに，演算資源毎

にデータを分割して配置し，演算資源でのストレージ入出力の競合をなくすことで，演算

資源に対する高いスケーラビリティが得られる [16][17]．無共有型データベースエンジン
は，Teradata などのデータウェアハウスや Hadoop[18] を始めとする並列データ処理系
などに採用されており．学術界においても，演算資源内でクエリ処理を完結できるように

クエリ実行の履歴に応じてデータの配置を調整する手法 [19–21]や，演算資源間のネット
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ワーク通信を削減してクエリ処理を高速化する手法 [22, 23]が提案されている．
Volcano[24]では，exchange operatorによって実行計画を複数のグループへと分割し，
グループ毎に異なるプロセスで実行することでクエリを並列に実行する．本論文における

エクスチェンジは Volcano における exchange operator と同等のものであるが，本論文
はエクスチェンジによって分割された実行計画の各グループの実行に用いているプロセス

数を，クエリの実行中に調整する動的演算資源調整の手法を提案しており，動的な資源調

整手法という点において本論文は Volcanoとは本質的に異なる．
処理の実行中に当該処理に割当てる演算資源を調整する手法として，SAN によって
ディスクを共有したクラスタにおいて実行するデータマイニング処理に対して動的資源調

整を行う研究や [25–27] や，MapReduce[28] を対象としたものが提案されている．また
分散キーバリューストア [29–31]では，キーバリューストアを起動したまま利用する演算
資源の量を増減する機能が提供されていることが多い．本論文で提案する動的演算資源調

整手法は，関係データベースエンジンにおいてクエリの実行中での演算資源の調整を目的

としており，これらの研究とは対象を異とする．

データベースエンジンにおける複数クエリの実行において，複数クエリ間で重複する演

算の重複実行を削減する手法 [32–34]が古くから提案されている他，演算子の単位でクエ
リ間の共通する処理を検出しクエリ間で演算結果を共有する手法や [35]，集約を含むクエ
リにおいて共通した集約キーを利用して集約演算を削減するする手法 [36] が提案されて
いる．これらの研究はデータベースエンジンに複数のクエリが同時に実行される状況でク

エリの実行を高速化することを目的とする．一方，本論文で提案する手法では，データ

ベースエンジンにおいて複数のクエリに対して，ユーザの要求に基づくクエリ毎の優先度

に応じた演算資源割当ての調整を目的としており，クエリ実行の高速化を目的とする研究

とはこの点で異なる．

2.2 並列データベースエンジンにおける負荷分散に関する

研究

並列データベースエンジンにおいて，データの分布に偏りが存在すると，結合演算にお

いて演算資源毎の負荷に偏りが生じてクエリの実行速度が低下することが広く知られてお

り，データの分布の偏りに起因する実行速度の緩和を目的とする研究が盛んに行われてき

た [37–42]．本論文は，データの分布の偏りに加えて，演算資源の処理能力の偏りに起因
する負荷の偏りに対する負荷分散を対象としている．
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パブリッククラウド環境においては異なる処理能力を持つ非均質な演算資源を組み合わ

せて利用する必要が必然的に発生する [5–7]．文献 [43, 44]ではヘテロジニアスなクラス
タにおいて MapReduce を高速に実行する手法を提案している．文献 [45] では，予め各
ノードの処理能力を測定しておき，ハッシュ結合において最適なパーティショニングを線

形計画法によって決定する Resrouce Bricolageと呼ばれる手法を提案している．本論文
では並列関係データベースエンジンにおいて，ハッシュ結合とインデックス結合の両方を

対象とするとともに，クエリの実行時に得られた情報を用いて負荷の均衡化を行う動的負

荷分散手法を提案している．

文献 [26, 46]では，データのあるキーの値に基づいて送信先ノードを決定し，当該ノー
ドにおいてハッシュテーブルを用いた数え上げを行う，並列相関ルールマイニングにおい

て，多くのデータが送られて高負荷となっているノードから低負荷のノードへとハッシュ

テーブルのバケットを移すことで負荷の均衡化を行う負荷分散手法が提案するとともに，

データの分布の偏り，演算資源の処理能力の偏りについて評価を行い有効性を示してい

る．[47]では，並列関係データベースエンジンのハッシュ結合において，同様にバケット
の移行による動的負荷分散手法を提案しており，データの分布の偏りを対象とした評価を

行っている．本論文における提案手法では，ハッシュ結合に対する動的負荷分散について

はこれらの手法を拡張し，クエリの実行に用いている演算資源の処理能力をクエリ実行時

に推定することによって，動的な演算資源性能の変動についてその影響を軽減することを

可能としている．

無共有型の並列データベースエンジンにおいてパーティションの配置を自動的に最適

化する手法が多く提案されている [19–21, 48, 49]．これらの研究では，OLTP のワーク
ロードを対象とし，複数のノード間をまたいだ分散トランザクションの数を減らすように

パーティションの配置を調整し，トランザクションのスループットを向上させる．本論文

では，OLAPワークロードのクエリを対象とし，クエリの実行中に割り当てられた演算資
源間の負荷の偏りを検出し均衡化する動的負荷分散手法を提案している．

18



第 3章

共有ストレージ型並列データベース
エンジンにおける動的演算資源調整
手法

プロセッサの動作周波数の向上は 2000年台後半から停滞しており [50]，情報システム
の性能向上のためには，複数のプロセッサコアを活用すること，更には複数の演算資源

をネットワークを介して接続し単一のシステムとして用いることが重要となってきてい

る．データベースエンジンにおいても，複数の演算資源からなるシステムにおいて並列に

処理を行うデータベースエンジンが，学術界，産業界の両方から多く提案されている [18,
51–54]．
共有ストレージ型データベースエンジンは複数の演算資源がストレージを共有するアー

キテクチャであり，演算資源の故障に対する高い可用性が期待される．共有ストレージ型

データベースエンジンは，盛んに研究の対象となっているのみではなく [9–11, 13]，産業
界においても商用実装されて広く用いられている [12, 55, 56]．データベースエンジンは，
一般に多数のユーザから多様なクエリを受け付け，この際のクエリ毎のユーザの性能要求

も様々である．例えば，データ分析を対話的に行う場合には可能な限り短時間でクエリの

結果を得たいが，定期的な帳票作成のための集計処理では所定の時刻までにクエリが完了

すればよい．この様なユーザからの多様な性能要求を満たすためには，データベースエン

ジンではクエリ毎にユーザからの性能要求に基づく優先度にもとづき，データベースエン

ジンが利用可能な演算資源をクエリ実行に割当てることが望ましい．しかしながら，現状

のデータベースエンジンでは，クエリの実行に演算資源を割当てる機会はクエリ実行開始

時点に限られている．その為，クエリの実行開始後に生じた演算資源の利用状況の変化
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や，新たに実行を要求されたクエリの優先度などに応じて，既に実行中であるクエリの演

算資源の割当てを変更することはできない．

本章では，共有ストレージ型データベースエンジンにおいて実行中のクエリに割当てる

演算資源を動的に調整する手法を提案する．例えば，クエリの実行中に新たに演算資源が

利用可能となった場合において，当該演算資源を実行中クエリに追加して割当てることに

より，当該クエリの実行を加速することがすることが可能となる．また，演算資源が全て

実行中の他のクエリに割当てられているために利用可能な演算資源が残っていない状況

で，高優先度のクエリ実行が要求された場合において，低優先度の実行中クエリに対する

演算資源の割当てを減らすことにより，高優先度クエリの実行を開始することが可能とな

る．本章の提案手法によって，クエリ実行開始後の演算資源の状況や，新たに実行を要求

されたクエリの優先度に基づいて，実行中クエリに割当てる演算資源を動的に調整するこ

とにより，従来より効率よく演算資源を利用し，よりクエリ毎の優先度に応じた実行が期

待される．著者らの知る限り，同様の研究は他に見当たらない．

3.1 並列データベースエンジン

関係データベースエンジンは，理論的基礎となる関係モデルが 1970 年に E.F.Codd
によって提案されて以降 [57]，System R[58] や Ingres[59] を始めとした数多くの研究
がなされ，現在では Oracle[60] や IBM DB2[61] などの商用データベースエンジンや，
PostgreSQL[62]やMySQL[63]，Firebird[64]などのオープンソースソフトウェアのデー
タベースエンジンなど数多くの製品がが開発され，ITシステムにおいてデータ管理・検
索の中心的な役割を果たすソフトウェアとして広く利用されている．関係データベースエ

ンジンでは，データはリレーションと称する表の形式によってモデル化され，データの検

索はユーザが結果として要求するリレーションを関係代数演算と称する演算によって宣言

的に記述することによって行われる．関係代数演算を記述する言語として一般に SQLと
称する言語が用いられる．

並列データベースエンジンは，複数のプロセッサを用いてクエリの実行を高速化する関

係データベースエンジンである．並列データベースエンジンの研究は，1970年代に行われ
たデータベース専用の並列計算機であるデータベースマシンの研究に端を発する [65–68]．
データベースマシンは専用にカスタマイズされたプロセッサやストレージを用いるために

コストに見合う性能を得ることが難しく，研究・開発の対象は汎用のハードウェア上で

動作する動作する並列データベースエンジンへと移行していき，産業界からも 80年代に
Teradata[69] や Tandem[70, 71] といった製品が開発されてから，2000 年代に入っても
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図 3.1: 並列データベースエンジンの代表的なアーキテクチャ．Pはプロセッサ，Sはス
トレージを表す．

Netezza[72]や Vertica[73]などが開発されるなど，企業においても広く利用されている．

3.1.1 並列データベースエンジンのアーキテクチャ

並列データベースエンジンに用いられるアーキテクチャの主なアーキテクチャとして，

無共有型と共有ストレージ型が挙げられる．無共有型は個々のプロセッサがストレージを

共有せず，データセットを予め分割して各プロセッサに接続されたストレージに配置する

ため，各プロセッサは当該プロセッサに割当てられたデータセットにのみアクセス可能で

ある．共有ストレージ型は複数のプロセッサがネットワークを介して一つのストレージを

共有するため，全てのプロセッサはデータベース内の全てのデータセットにアクセスが可

能である．

無共有型と共有ストレージ型のアーキテクチャについては多くの比較がなされており

[16, 17]，多くの違いが挙げられているが，クエリの実行性能に関する違いとしては大き
く二つの要因が挙げられる．一つ目の要因としてはデータの事前分割によるものが挙げら

れる．無共有型は事前にデータを分割して各プロセッサに配置を行い，ユーザからクエリ

を与えられた時に，クエリ内でのタスクの分割と事前のデータ分割とを合わせることが可

能である場合には，クエリの実行時にプロセッサ間での通信を削減し，クエリの実行を高

速化することが可能となる．タスクの分割をデータ分割に合わせることが可能なクエリに

ついては無共有型が優位となるが，タスクの分割とデータ分割を一致させることが不可能
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なクエリについては，無共有型と共有ストレージ型との間でデータの事前分割による性能

差はなくなるものと考えられる．

二つ目の要因として各々のアーキテクチャを構築するためのコストが挙げられる．無共

有型では個々のプロセッサとストレージとをバスで接続するのに対し，共有ストレージ型

では全プロセッサとストレージとをネットワークで接続することが必要となるため，無共

有型と比較して共有ストレージ型でシステムを構築するコストは大幅に高く．仮に共有ス

トレージ型におけるネットワークにおいて，無共有型のバスと同じ帯域幅を確保すること

ができた場合には，共有ストレージ型と無共有型の間でストレージ入出力性能による差は

なくなるものと考えられるが，実際にはシステムの構築コストが要因となって，共有スト

レージ型での入出力帯域は無共有型と比べ小さくなる場合が多い．

本論文では，データベースエンジンのアーキテクチャとして共有ストレージ型データ

ベースエンジンを対象とし，共有ストレージ型データベースエンジンにおいてクエリ実行

中に演算資源割当ての調整を行う手法を提案する．

3.1.2 並列データベースエンジンの結合演算方式

関係データベースエンジンにおける代表的な関係代数演算の一つとして結合演算と称す

る演算が挙げられる．結合演算は複数の表を入力として受け取り，各々の表を構成するタ

プルについて，クエリによって指定された条件*1を満たすタプル同士を結合したものを結

果のタプルとし，当該結果タプルから構成される表を結果として返す演算である．結合演

算を実行する主な方式として，ネステッドループ結合（ならびにネステッドループ結合に

おいてインデックスを用いたインデックス結合），ハッシュ結合，ソートマージ結合が挙

げられる．本論文では，並列データベースエンジンにおいて主に用いられる，インデック

ス結合ならびにハッシュ結合を対象とする．

まずインデックス結合について述べる．関係データベースエンジンの多くでは，表の検

索効率をを向上させるために，インデックスと称するデータを作成することが可能であ

る．インデックスは表のあるキー値を指定し，当該キーの値からタプル全体を取得するた

めの効率のよいデータ構造を予め作成することによって，当該キーの値によって表を探索

する際の効率を向上させるものである．インデックスに用いられるデータ構造としては，

B+木 [74]やハッシュテーブルなどが主に用いられる．インデックス結合は，ネステッド
ループ結合においてタプルの探索時にインデックスを用いる結合方式である．ネステッド

*1 結合条件について，各々の入力表のタプルにおける特定のキーの値の一致を条件とする等価結合と，キー
の値の範囲などを条件とする非等価結合が存在する．
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ループ結合では入力として受け取る二つの表を外表，内表と称する．ネステッドループ結

合では，まず外表について一つのタプルを取得し，内表のタプルを全て走査することに

よって当該タプルとの結合条件を満たす内表のタプルを探索し，両タプルを結合すること

によって結果のタプルとする．当該走査を外表の全てのタプルについて行うことにより，

結合タプルから構成される結果表を生成する．即ち，ネステッドループ結合は外表のタプ

ルを取得するループ処理と，当該ループ処理により得られた外表の各々のタプルについて

結合条件を満たす内表のタプルを探索するループ処理から構成される二重のループ処理に

よって実行される．インデックス結合は，ネステッドループ結合において内表の結合条件

のキーについて予めインデックスが作成されている場合に用いることが可能な結合方式で

あり，結合条件を満たす内表タプルの探索時にインデックスを用いることによって実行さ

れる．インデックス結合は，外表の一タプルごとに内表の探索が行われる．即ち，外表に

対して選択条件が指定されて，結合のための内表の探索が少なくなる場合に，実行効率が

よくなるという特徴がある．ネステッドループ結合ならびにインデックス結合の並列化は

外表のループ処理，即ち外表の各タプルを取得する処理を複数のプロセッサにおいて並列

に実行し，その後に各プロセッサにおいて結合条件を満たす内表のタプルを探索すること

によって行われる．共有ストレージ型では各プロセッサは全てのプロセッサが内表の全て

のデータにアクセス可能であるため，結合条件を満たす内表タプルの探索は一つのプロ

セッサで実行することが可能であるが，無共有型では内表のデータは各プロセッサに分割

して配置されているため，外表のタプルを取得した後に当該タプルを全てのプロセッサ

に対して分配し，全てのプロセッサにおいて結合条件を満たす内表タプルの探索が行わ

れる．

次にハッシュ結合について述べる．ハッシュ結合はビルドフェーズとプローブフェーズ

という 2 つのフェーズを順に実行する．ビルドフェーズで対象とする表をビルド表，プ
ローブフェーズで対象とする表をプローブ表と称する．まず，ビルドフェーズではビルド

表の全てのタプルを取得し，ビルド表の各々のタプルについて結合条件で指定されたキー

の値をキーとし，タプル全体を値としたハッシュ表を作成する．プローブフェーズではプ

ローブ表を全てのタプルを取得し，各々のタプルについて検索条件で指定されたキーの値

を用いてビルドフェーズで作成したハッシュ表を探索し，一致するタプルがある場合には

両タプルを結合することによって，結果表を生成する．ハッシュ結合では，両方の入力表

について常に全てのタプルを選択するため，選択条件による実行効率への影響は小さい．

ハッシュ結合の並列化手法は文献 [75, 76]によって提案されており，まずビルドフェーズ
において，ビルド表の各々のタプルについて結合キーの値のハッシュ値を計算し，当該

ハッシュ値に基づいてタプルを各プロセッサに分配した後に，各プロセッサにおいて分配
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されたタプルを用いてハッシュテーブル構築する．次にプローブフェーズにおいて，ビル

ドフェーズと同様に結合キーの値のハッシュ値に基づいてタプルを各プロセッサに分配し

た後に，各プロセッサにおいてハッシュテーブルを参照して結合処理を実行する．並列

ハッシュ結合では結合キーの値のハッシュ値によってタプルの分配を行うため，各入力表

において結合キーの値の分布に偏りが存在する場合に各プロセッサにおける負荷に偏りが

発生して各プロセッサの利用効率が低下する問題が知られている．当該問題に対して各プ

ロセッサの負荷の均衡化を行う負荷分散の研究が広く行われており，当該問題については

5章において論じる．

3.2 動的演算資源調整機構を有する共有ストレージ型データ

ベースエンジン

3.2.1 動的演算資源調整

従来の共有ストレージ型データベースにおける静的な演算資源割当てではクエリ開始時

に演算資源の割当てが決定され，クエリ実行中には演算資源の割当ては変更できないのに

対し，本章で導入する動的演算資源調整では実行中クエリに対する演算資源の調整を可能

とする．動的演算資源調整によって，随時変化する演算資源の利用状況やユーザからの多

様なクエリの実行要求に基いて，実行中クエリへの演算資源の割当てを調整し，より効率

のよい演算資源を利用や，ユーザの要求に基づくクエリ毎の優先度に応じたクエリ実行が

可能となる．

実際のデータベースエンジンの利用においては異なる負荷特性やフットプリントのクエ

リが随時実行されるため，あるクエリの実行中に他のクエリが完了することにより，新た

に演算資源が利用可能となる．従来の共有ストレージ型データベースエンジンにおける静

的な演算資源割当てでは，実行開始時に利用可能であった演算資源のみを用いることがで

きるが，動的演算資源調整を行うことで実行中のクエリに追加の演算資源として割当てる

ことにより，実行中クエリを加速することが可能となる．また，データベースエンジンが

利用可能な演算資源が実行中のクエリに全て割当てられている状況で，高優先度のクエリ

の実行が要求された場合を考える．従来の静的な演算資源割当てでは，実行が要求された

クエリの優先度にかかわらず，いずれかの実行中クエリが完了し当該実行中クエリに割当

てられた演算資源が解放されるまで，新たにクエリを開始することはできない．実行を要

求したクエリより低い優先度のクエリが実行中であれば，動的演算資源調整によって当該

実行中クエリの演算資源割当てを減らし，当該演算資源を割当てることで高優先度のクエ
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図 3.2: 動的演算資源調整を可能とする共有ストレージ型データベースエンジンの概要

リの実行を即座に開始することが可能となる．

3.2.2 動的演算資源調整を可能とする共有ストレージ型データベースエン

ジンの概要

図 3.2は動的演算資源調整を可能とするデータベースエンジンの概要である．図 3.2の
データベースエンジンは，複数の演算資源（インスタンス）が一つのストレージを共有す

る共有ストレージ型のアーキテクチャである．当該データベースエンジンにおけるクエリ

の実行は，ドライバと称するプロセスがユーザからクエリを受け取ることで開始される．

ドライバはユーザからクエリを受け取ると，受け取ったクエリに基いて実行計画を作成

25



T

Stage 0

Stage 1

Stage 2

Query Plan Query Executor Query
Allocated
Instance

⋈

⋈

"

Allocated
Instance

⋈

⋈

"

Allocated
Instance

⋈

⋈

"
Worker

Exchange

Task
S

R

図 3.3: クエリ（σ(R) ▷◁ S ▷◁ T）の実行計画とクエリ演算の実行方法の例

し，当該実行計画に含まれる演算を複数のグループに分割する．本章において当該グルー

プを段と称し，各段の実行はそれぞれ異なるプロセスによって行われる．ドライバは段を

実行するためのワーカと称するプロセスを各インスタンスにおいて起動し，各ワーカにい

ずれかの段の実行を割当てる．

実行計画を複数の段に分割したため，ある段の演算の実行に異なる段の演算の結果を必

要とする場合がある．その為，クエリ全体の実行には，異なる段の間での演算結果の送受

信，即ちワーカ間でのタプルの送受信が必要となるが，当該送受信はエクスチェンジと称

する処理によって行われる．例えば，スキャン演算および選択演算を含む段を割当てられ

たワーカにおいては，共有ストレージからのスキャン入力と，当該入力から得られたタプ

ルに対する選択を行った後に，後段のワーカが存在する場合には，後段のワーカへエクス

チェンジを介してタプルを送信する．

ワーカにおける段の実行は，入力データであるタプルについて，1つのタプルと当該タ
プルに関する演算の実行状態を紐づけたものを単位として行われる．本章において当該実

行単位をタスクと称する．前段のワーカからエクスチェンジによってタプルを受け取った

ワーカは，当該タプルの演算実行のためのタスクを生成し，タスクプールへと挿入する．

タスクプールのサイズは有限であり，タスクプールが満杯で新たなタスクを挿入不可能で

ある間にはタプルの受取りを停止する．タスクマネージャはタスクプールに滞留するタス

クを，ワーカ毎の同時実行タスク数，およびワーカ全体の合計実行タスク数に対して設定

された上限を超えないようにタスクを選択し，当該タスクをインスタンスの有する複数の
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演算資源に振り分けて実行する，という処理を繰り返す．

ワーカ間においてエクスチェンジを介してデータが送受信されるため，クエリ実行全体

では複数のエクスチェンジによって複数のワーカが連なるパイプライン構造となり，当該

パイプラインにおいて各々のワーカがインスタンスの演算資源を利用して実行計画に基づ

く演算を実行する．図 3.3に，σ(R) ▷◁ S ▷◁ T なるクエリについて，クエリの実行計画と

クエリ実行におけるパイプラインの例を示す．当該クエリの実行計画は 3段から構成され
るものであり，クエリの実行においては，実行計画中の各段に対応するワーカが各インス

タンスにおいて起動され，隣接する段のワーカ間ではエクスチェンジを介してデータを送

受信することで，3段のパイプライン構造を構成する．
パイプラインにおける各ワーカでの演算の実行は，前段のワーカから受信したタプルに

よって駆動される．即ちワーカが前段ワーカからタプルを受け取ると，当該タプルに基づ

く処理が開始される．その後に当該処理の結果として得られたタプルは即座に送信対象先

へと送られる，所謂プッシュ型の方式によって後段ワーカへと送信される．例えば結合演

算を実行するワーカにおいては，ワーカが新たなタプルを受信すると，当該タプルの結合

対象となるタプルを取得するためのストレージへの入出力が実行される．その後に，受信

したタプルと入出力の結果として得られたタプルとの結合が行われ，当該結合処理によっ

て得られたタプルはエクスチェンジを介して即座に後段のワーカへと送信される．実行計

画の 1段目の演算を実行するワーカについては前段のワーカが存在しないため，前段ワー
カからのタプルの受信によって処理が駆動されるのではなく，当該 1段目ワーカの処理は
常に駆動され続ける．このように，各ワーカにおいて前段のワーカから受信したタプルに

よって処理を駆動し，処理の結果として得られたタプルをプッシュ型によって後段ワーカ

へと送信することによって，クエリは複数のワーカと複数のエクスチェンジから構成され

るパイプライン処理によって実行される．

図 3.3に示した σ(R) ▷◁ S ▷◁ T の例においては，1段目のワーカでの Rからタプルの

取得，および取得したタプルに対する選択処理が常に駆動され続け，処理の結果として得

られたタプルは 2段目のワーカへと送信される．2段目のワーカにおいては，受信した R

のタプル毎に処理が駆動され，当該受信タプルの結合対象となる S のタプルを取得して，

結合したタプルを 3段目のワーカへと送信する．3段目のワーカにおいては，受信したタ
プル毎に処理が駆動され，当該受信タプルの結合対象となる T のタプルを取得すること

で，クエリの結果の一部となるタプルが得られる．σ(R) ▷◁ S ▷◁ T のクエリはこの 3段の
パイプラインによって実行され，1段目のワーカが全てのタプルを取得し，当該タプルに
よって駆動される 2，3段目のワーカの処理が完了することによって，パイプライン全体
の処理も完了しクエリの結果が得られる．

27



Start Step� Step�

⋈
"

⋈
⋈
"

⋈
⋈
"

⋈
⋈
"

⋈
⋈ ⋈

"

⋈
⋈
"

⋈
⋈

図 3.4: ワーカ起動による実行中クエリへの演算資源追加
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図 3.5: ワーカ停止による実行中クエリからの演算資源削除

3.3 共有ストレージ型データベースエンジンにおける動的演

算資源調整手法

3.3.1 ステートレスな演算に対する動的演算資源調整手法

前節に示した共有ストレージ型データベースエンジンにおいて，状態を持たない演算か

ら構成されるクエリに対しては，新たなインスタンスでワーカを起動する，あるいはワー

カが起動中のインスタンスにおいてワーカを停止することによって，クエリ実行に割当

てる演算資源を追加，あるいは削除することが可能になる（図 3.4，3.5）．しかしながら，
クエリの実行中においては，各ワーカには前段のワーカからエクスチェンジを介して随時

データが送られてきており，クエリの実行を正しく行うためには，当該ワーカに送られた

データは実行計画に記述された演算に基いて正しく処理された後に，後段のワーカへと全

て送らなければならない．即ち，クエリの実行結果を正しく保ったまま動的演算資源調整
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Algorithm 1 i段目のワーカを追加する方法
Require: i: 起動するワーカの段
Require: num: 起動するワーカ数

1: function AddWorkers(i, num)
2: targets← choose num from available instances
3: prevWorkers← workers of stage i− 1
4: nextWorkers← workers of stage i + 1
5: for t← targets do
6: start worker of stage i on t

7: open connections from worker on t to nextWorkers

8: end for
9: newWorkers← workers on targets

10: for p← prevWorkers do
11: open connections from p to newWorkers

12: start to send data from p to newWorkers

13: end for
14: end function

を行うためには，ワーカの起動・停止とともにワーカに送られた全てのデータを正しく処

理し後段のワーカへと送る必要がある．

アルゴリズム 1 に演算資源の追加，即ち新たなインスタンスにおいてワーカを起動す
る手法を示す．演算資源の追加においては，ワーカを起動するとともに，当該ワーカを前

段のワーカのデータ送信先として追加する．しかし，新規ワーカにおいてデータを受信可

能となる前に，前段ワーカから新規ワーカへのデータ送信が行われると，新規ワーカにお

いて当該データを受信できず正しく処理することはできない． アルゴリズム 1に示した
ワーカ起動手法において，新規ワーカを前段ワーカのデータ送信先として追加するタイミ

ングは，新規ワーカにおいて正しくデータを受け取り処理する準備が整った後となる．新

規ワーカの準備が整った後に前段ワーカにおいてデータ送信先として追加しデータの送信

を開始することで，新規ワーカにおいてデータを正しく受信し処理可能であることを可能

としている．

アルゴリズム 2 に演算資源の削除，即ちワーカを実行中のインスタンスにおいてワー
カを停止する手法を示す．演算資源の削除においては，ワーカの停止を行うとともに，前
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Algorithm 2 i段目のワーカを停止する方法
Require: i: 停止するワーカの段
Require: num: 停止するワーカ数

1: function RemoveWorkers(i, num)
2: targets← choose num from workers of stage i

3: prevWorkers← workers of stage i− 1
4: nextWorkers← workers of stage i + 1
5: for p← prevWorkers do
6: stop sending data from p to targets

7: close connections from p to targets

8: end for
9: for t← targets do

10: receive all data from prevInstances on t

11: process all data on t

12: close connections from t to nextWorkers

13: stop worker on t

14: end for
15: end function

段ワーカから当該停止ワーカへ送信済みのデータを正しく処理した後に，後段ワーカへ送

信する必要がある．アルゴリズム 2 に示したワーカ停止手法において，停止ワーカを前
段ワーカのデータ送信先から削除するタイミングは，ワーカ停止の一連の手続きの一番初

めとなる．まず前段ワーカにおいてデータ送信先から停止ワーカを削除し，前段ワーカか

ら停止ワーカへのデータ送信を止める．その後，当該停止ワーカにおいて前段ワーカから

のデータを全て受信するまで待ち，受信した全てのデータを実行計画に基いて処理し後段

ワーカに送信した後に，当該ワーカを停止する．以上の手続きにより，停止ワーカにおい

て全てのデータを正しく処理することを可能としている．

本節で示した演算資源の追加・削除の手法は，起動・停止を行うワーカと前段ワーカと

が協調して手順を進める必要がある．提案する共有ストレージ型データベースエンジンに

おいては，ドライバが演算資源の追加・削除を管理し，ドライバが各ワーカに対して前述

の手続きに則って指示を行うことで，演算資源の追加・削除の手順を進める．即ち，演算

資源の追加においては，ドライバがワーカの起動を行うインスタンスを決定し，当該イン
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図 3.6: ステートフルな演算を含む実行中クエリへの演算資源追加
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図 3.7: ステートフルな演算を含む実行中クエリからの演算資源削除

スタンスにおいてワーカ起動を指示した後に，当該起動ワーカをデータの送信先として追

加するよう前段ワーカに指示する．演算資源の削除においては，ドライバがワーカの停止

を行うインスタンスを決定し，当該停止ワーカをデータ送信先から削除するように前段

ワーカに指示した後に，当該ワーカに停止の指示を行う．また，提案手法ではワーカの起

動・停止を実行する際に，前段および後段ワーカとの接続を変更するため，新規ワーカの

起動・停止中に新たに前段および後段のワーカを起動・停止することはできない，即ち隣

接する複数の段のワーカに対して同時に起動を実行することはできない．複数の段のワー

カの起動・停止順序において他の制約はなく，任意の段のワーカから起動・停止すること

が可能であり，また隣接しない段のワーカであれば複数の段のワーカの同時起動も許容さ

れる．

3.3.2 ステートフルな演算に対する動的演算資源調整手法

クエリを構成する各々の演算が実行状態を持たない場合には，前節で示したワーカ起

動・停止手法によって，実行中クエリへの資源割当ての調整が可能となる．一方，実行状

態を持つ演算を含むクエリの資源調整においては，ワーカの起動・停止のみではなく，イ

ンスタンスの追加する場合には起動中ワーカから新規ワーカへ，インスタンス削除の場合
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図 3.8: ハッシュテーブルのバケット移送

には停止ワーカから残余ワーカへと実行状態を移送する必要がある（図 3.6，3.7）．
並列データベースにおいて実行状態を持つ代表的な演算として，ハッシュ結合が挙げら

れる．並列データベースエンジンにおけるハッシュ結合では，ハッシュテーブルを構築す

るビルドフェーズにおいて，エクスチェンジを介してタプルを送信する際に，タプルに含

まれる値に基づいてタプルの送信先を決定することによって，各計算機にハッシュテーブ

ルを分割し，構築されたハッシュテーブルを用いて結合処理を行うプローブフェーズに

おいても，同様の送信先決定を行うことによって，プローブ処理を計算機間に分散する．

ハッシュ結合に対して演算資源調整を行う場合，演算資源の追加において単にワーカを起
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動しただけでは当該ワーカにはハッシュテーブルが存在しないため，ビルドフェーズにお

けるハッシュテーブルの構築，ならびにプローブフェーズにおける結合処理を実行され

ず，当該追加計算機の処理能力は利用されない．演算資源削除の場合にはワーカを停止す

ると，当該ワーカにおいて構築中，または構築済みであるハッシュテーブルが失われて

ハッシュ結合を正しく継続することが不可能になる．その為，ハッシュ結合に対する演算

資源調整において，演算資源を追加する場合には，新規ワーカ起動後に他の演算資源から

当該新規ワーカへとハッシュテーブルの一部を移送する必要があり，演算資源を削除する

場合には，ワーカの停止の前に当該ワーカから他のワーカへとハッシュテーブルの一部を

移送する必要がある．提案手法においては，バケットを単位としてインスタンス間でハッ

シュ結合の状態を移送する手法を用いている．当該手法によって，あるワーカから他の

ワーカへとバケットを移送し，当該バケットに紐づくタプルの送信先を切り替えることに

よって，ハッシュ結合に対する動的演算資源調整を実現している．

3.4 動的演算資源伸縮を用いた資源割当てのスケジューリ

ング

本論文において提案する動的演算資源伸縮によって，データベースエンジンにおいて実

行中のクエリに対して当該クエリの実行に割当てる演算資源の調整が可能となる，即ち，

データベースエンジン全体としては実行中クエリを含めたプリエンプティブな資源割当て

のスケジューリングが可能となる．データベースエンジンにおけるクエリへの資源割当て

のプリエンプティブなスケジューリングは従来のデータベースエンジンでは不可能だった

ものであり，プリエンプティブなスケジューリングを前提とした資源割当てのポリシーに

よって，従来よりユーザの要求に応じたデータベースエンジンにおける資源利用が可能に

なる．

各クエリへの資源割当てを決定するポリシーについて，まずユーザがクエリ毎の優先度

を指定する状況において，各々のクエリに設定された優先度に応じて当該クエリへの資源

割当てを決定する方法が考えられる．クエリの優先度に応じた資源割当てのスケジューリ

ングとして，ユーザがクエリ iについて，優先度 pi を指定する時，各々のクエリに割当

てるインスタンス数 Ni の比が，優先度 pi の比に一致するように Ni を決定する．この場

合，Ni は次式によって求められる．

Ni = pi∑
pi

Ntotal (3.1)
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ここで，Ntotal はスケジューリング時点において利用可能なインスタンス数の合計を

表す．

クエリ毎の優先度によって資源割当てを決定するポリシーの他，ユーザがクエリ毎に

デッドライン，即ちクエリ毎に当該クエリの実行完了までに超過しないことを要求する時

刻を指定する状況において，各々のクエリに設定されたデッドラインに応じて当該クエリ

への資源割当てを決定する方法が考えられる．当該状況において，全てのクエリのデッド

ライン超過時間を可能な限り小さくすることが望ましい．この為には，スケジューリング

時点においてデッドラインまでの時間が最も近いクエリを可能な限り早く完了させる，即

ち当該クエリに可能な限りの最大限のインスタンス数を割当てる．クエリ iに割当てるイ

ンスタンス数 Ni は次式によって決定される．

Ni =

{
Ntotal −QN ∗Nmin (i = argmin(di))
Nmin (otherwise)

(3.2)

ここで，Ntotal はスケジューリング時点において利用可能なインスタンス数の合計，

Nmin はユーザによって指定されたインスタンス割当て数の下限値，QN は実行中のクエ

リ数を表す．

動的演算資源伸縮を用いたクエリスケジューリングでは，データベースエンジンにおい

て実行中のあるクエリが完了した時点，もしくは新たなクエリの実行が要求された時点の

いずれかにおいてスケジューリングを開始し，ユーザによって指定されたポリシーに従っ

て，各クエリへの割当てインスタンス数を決定する．各クエリについて，決定された割当

てインスタンス数と現在の割当てインスタンス数が異なる場合，まずは現在の割当てイン

スタンス数が超過しているクエリに対して，演算資源調整によって資源削除を行い，次に

割当てインスタンス数が不足しているクエリに対して演算資源調整に資源追加を行うこと

によって，全てのクエリに割当てインスタンス数とポリシーによって決定されたインスタ

ンス数とを一致させる．
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第 4章

演算資源調整機構を備えた共有スト
レージ型並列データベースエンジン
の試作実装と評価

本論文で提案する動的演算資源調整手法は，従来不可能であったデータベースエンジン

において実行中のクエリに対してその実行に割当てる資源の調整を可能とする点において

特徴的である．本章では，動的演算資源調整手法の有効性を検証するために，当該手法に

基づいた動的演算資源調整機構を有する共有ストレージ型並列データベースエンジンの試

作実装を示し，パブリッククラウドを用いた実験システムにおいて行った評価実験を示す

とともに，データベースエンジンの利用状況を模擬したケーススタディによって，提案手

法の有効性を明らかにする．

4.1 動的演算資源調整機構を有する共有ストレージ型並列

データベースエンジンの実装

前章で示した動的演算資源調整手法の有効性を実験によって評価するために，当該手法

に基づいた共有ストレージ型データベースエンジンを試作した．当該試作のシステム構成

図を図 4.1に示す．
当該試作におけるクエリの実行方式は，アウトオブオーダ型実行方式 [77, 78]に基づい
たものを用いた．当該実行方式は，クエリの実行時に入出力処理に基づいて動的にタスク

分解を行い，当該タスクを複数の演算資源へと振り分けて並列に実行する．また，データ
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図 4.1: 動的演算資源調整機構を有する共有ストレージ型並列データベースエンジンの試
作実装

ベースエンジンにおける共有ストレージとキーバリューストアをを用いるようにした．当

該試作の共有ストレージとして用いるための要件として，キーバリューストアでは主キー

による値の取得に加えて，全件の取得，及び値に対して二次索引を作成し当該二次索引に

よる値の取得が可能であることを必要とする．

当該試作では，ドライバに演算資源の追加・削除を開始するためのコマンドを実装し，

ユーザから当該コマンドを受け取ることによって，演算資源の追加・削除を開始する．ド

ライバに対し演算資源の追加・削除コマンドを発行すると，演算資源においては追加する

インスタンスにおいて全ての段のワーカを起動し，演算資源の削除においては停止するイ

ンスタンスにおける実行中の全ての段のワーカを停止することによって，インスタンスを

単位として演算資源の追加・削除を実行する．

当該試作においては，ドライバがユーザからクエリの実行計画を受け取ることによって

クエリの実行が開始される．当該試作においてクエリの実行を開始する際には，各インス

タンスおいて当該実行計画中の各段に対応するワーカが丁度 1 つずつ実行されるように
ワーカを配置する．また，各インスタンスは 1つのクエリの実行にのみ用いられるように
したため，各インスタンスでクエリの実行計画における段数と等しいワーカが起動され，

全てのインスタンスで等しい処理が実行される．インスタンスの追加を実行する際につい

ても，実行計画中の各段に対応するワーカが 1つずつ実行されるようにワーカを起動し，
クエリの実行中にインスタンスの追加・削除を実行する際に，どのインスタンスを追加・

削除しても等価な処理となるようにした．例えば，図 4.4に示した Q1のクエリは 3段の
実行計画となるため，Q1の実行に用いたインスタンスにおいては，1つのインスタンス
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表 4.1: AWS（N. Virginia region）実験環境諸元

Instance: EC2 c4.8xlarge
CPU 36 vCPU
Memory 60 GiB
OS Amazon Linux 64bit (hvm)
Hardware Shared (Default Tenancy)
Network Bandwidth 10Gbps
Network Location Colocated (Placement Group)

で起動されるワーカ数は 3となり，Q1実行中に新たに起動されたインスタンスについて
も同様に 3つのワーカが起動される．
複数の段のワーカを起動・停止する際の順序については，本試作においては実装の簡潔

さから後段のワーカから一つずつ順に起動・停止する方式を採用した．

本試作においては，インスタンスの追加・削除はユーザからの明示的なコマンドのみを

契機とする．ドライバはユーザからコマンドを受け取ると当該コマンドに基いて各ワーカ

へ指示を行うのみであり，ドライバにおける負荷は十分に低く，ドライバの負荷によっ

てインスタンスの追加・削除が影響を受けることはない．その為，以下の実験においては

ワーカの実行に割当てるインスタンスの負荷についてのみ議論を行う．

4.2 実験環境

パブリッククラウド環境である Amazon Web Service（AWS）を用いて実験システム
を構築した，演算資源として EC2を，共有ストレージとして DynamoDBをそれぞれ用
いた．実験環境の諸元を表 4.1に示す．
評価実験用のデータセットとして，TPC-H[79]の dbgenを用いて，ScaleFactor = 100
および ScaleFactor = 1000 で生成したデータを DynamoDB のテーブルとしてロード
した．TPC-Hの仕様に定められた各テーブルの外部キーにおいて二次索引を作成した．

4.3 インデックス結合クエリに対する動的演算資源調整

まず，インデックス結合から構成されるクエリに対しての動的演算資源調整の評価を

行った．実験に用いたクエリは，customer，orders，lineitemの 3表の結合演算を行うク
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SELECT o_orderkey, l_linenumber, o_totalprice
FROM customer
JOIN orders ON c_custkey = o.custkey
JOIN lineitem ON o_orderkey = l_orderkey
WHERE c_custkey BETWEEN X AND Y

図 4.2: 評価実験に用いたクエリ: Q1

SELECT l_orderkey, p_partkey, p_retailprice
FROM part
JOIN lineitem ON p_partkey = l_partkey
WHERE p_partkey BETWEEN X AND Y

図 4.3: 評価実験に用いたクエリ: Q2

図2: クエリ定義

3

Customer

Orders

c_custkey = o_custkey Part
Lineitem

Q1 Q2

Lineitem

o_orderkey = l_orderkey

σ

σ
p_partkey= l_partkey

図 4.4: 評価実験に用いたクエリのプランツリー

エリ Q1（図 4.2）と，part，lineitemの 2表の結合演算を行うクエリ Q2（図 4.3）の，2
つのクエリを用いた．Q1，Q2のプランツリーを図 4.4に示す．Q1では customerテー
ブルの c_custkey，Q2では partテーブルの p_partkeyに対する選択を行い，それぞれ
全体の 10%,5% が選択される範囲を選択条件として用いた．クエリ実行において結合を
行う手法は複数存在するが，本実験で用いた選択率においては Index Joinが優位となる
ため，Q1,Q2の結合演算には Index Joinを用いた.

4.3.1 演算資源量に対する静的スケーラビリティ

本実験では，Q1，Q2の実行において，演算資源に対して実行速度の向上が得られるこ
とを示すために，Q1，Q2のそれぞれについて実行に割当てられたインスタンス数に対す
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図 4.5: クエリ Q2の静的スケーラビリティ

る実行時間を計測した．各々のクエリの実行時間，およびインスタンス数 1の時の実行時
間を 1とした時の性能向上率を図 4.5に示す．インスタンス数 16の時にインスタンス数
1の場合と比較して，Q1では 15.83倍，Q2では 14.82倍の性能向上率が得られた．この
結果から，Q1，Q2ともにインスタンス数に応じた性能向上が得られることが確認された．

4.3.2 1クエリでの動的演算資源量調整

本実験では，提案する動的演算資源調整手法が，クエリの実行中に割当てる演算資源を

調整可能であることを示すために，Q1の実行中において提案手法によって利用するイン
スタンス数の追加・削除を行い，1秒ごとにその時点における利用インスタンス数，全て
のインスタンスでの合計 CPU使用率，クエリ全体でのストレージへの毎秒リクエスト回
数（IOPS)を計測した．インスタンス数の追加・削除操作としては，インスタンス数 1で
クエリの実行を開始し，15秒毎に毎にインスタンス数を 2,4,8,16に増やす操作を行った．
その後，インスタンス数 16から 15秒ごとにインスタンス数を 8,4,2,1まで減らす操作を
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図 4.6: クエリ Q1に対する動的演算資源調整

表 4.2: クエリ Q1で動的演算資源調整を行った時の IOPS性能向上率

インスタンス数 性能向上率

1 1
2 1.97
4 3.94
8 7.94
16 15.15

行った．結果を図 4.6に示す．インスタンスの追加・削除によってクエリ実行に割当てる
演算資源を調整し，それによってクエリ全体での IOPSを調整することができた．また，
クエリ実行中での各インスタンス数における平均 IOPSを計算し，インスタンス数を 1の
時の平均 IOPS を 1 とした場合の，各インスタンス数における性能向上率を表 4.2 に示
す．インスタンス数 8まではほぼインスタンス数に対して線形に平均 IOPSが向上した．
インスタンス数 16では性能向上率は 15.15倍であり，インスタンス数に対して性能向上
率が僅かに下回った．また，4.2節で示した Q1のインスタンス数 16における実行時間の
性能向上率 15.83倍より，本実験で得られた IOPSの性能向上率 15.15倍が下回っている
が，これは動的演算資源調整を行ってから IOPSが向上するまでのオーバーヘッドによる
ものと考えられる．図 4.6ではインスタンス数を 8から 16に調整した際に，インスタン
ス数の増加から IOPSの向上まで約 2秒を要した．本実験により，提案手法によって実行

40



中のクエリに割当てる演算資源の調整を行うことが可能であること，また演算資源の調整

によってクエリの IOPSを調整することが可能であることを示した．

4.4 動的演算資源調整を用いたケーススタディ

本論文で提案する動的演算資源調整手法は，従来不可能であったデータベースエンジン

において実行中のクエリに対してその実行に割当てる資源の調整を可能とするものであ

り，データベースエンジンにおける実際に利用状況を模擬したケーススタディによって，

当該手法の有用性を明らかにする．

4.4.1 ケーススタディ 1: 余剰演算資源を用いた実行中クエリの加速

実際のデータベースエンジンにおいては，多様な優先度のクエリが同時，あるいは随時

に実行を要求される．提案手法によって，異なる優先度の複数のクエリが実行されている

状況においても，優先度に基づいた演算資源の調整を実行中のクエリを含めて行うことが

可能となり，より優先度に応じた演算資源の割当てが可能となることをケーススタディに

よって示す．本章では各クエリに正の実数値として優先度を設定することが可能であると

し，複数のクエリが同時に実行されている際には，各クエリの優先度の比率が，各クエリ

実行に割当てられるインスタンス数の比率と一致するように動的演算資源調整を行うもの

とする．

一つ目のデータベースエンジンのケーススタディとして，優先度の異なる 2つのクエリ
が同時に実行を開始した場合を想定する．クエリ実行開始時に利用可能な演算資源が優先

度に応じてそれぞれのクエリに割当てられ，演算資源が多く割当てられた高優先度のクエ

リが先に完了したとする．動的演算資源調整を行わない場合には，当該状況において高優

先度クエリに割当てられていた演算資源は当該クエリの実行完了によって解放され他のク

エリから利用可能となるが，既に実行を開始している低優先度クエリは実行に割当てる演

算資源を変更することはできず当該演算資源を利用することはできない．

本章で提案する動的演算資源調整手法を用いることにより，高優先度のクエリが完了し

た時点で，新たに利用可能になった演算資源を，低優先度の実行中クエリに対して割当て

ることが可能となり，当該クエリの実行を加速することが期待される．

本実験では，Q1から c_custkeyに対する選択条件を異なるものとしたクエリを Q1’と
して用い，Q1’の選択率は 10%となるように設定した．Q1および Q1’の優先度をそれ
ぞれ 1と 7に設定して，同時にクエリの実行を開始した．クエリの実行中に 1秒ごとに，
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図 4.7: 余剰演算資源を用いた実行中クエリの加速: 動的演算資源調整なし
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図 4.8: 余剰演算資源を用いた実行中クエリの加速: 動的演算資源調整あり

その時点での利用しているインスタンス数，全ての利用インスタンスでの合計 CPU使用
率，合計 IOPSを，Q1，Q1’のそれぞれについて記録した．
クエリ開始時点で割当てられたインスタンス数は，クエリに設定された優先度に基づ

き，Q1，Q1’のそれぞれについて 2，14となった．動的演算資源調整を用いずクエリ完了
まで同じインスタンス数を用いた場合の結果を図 4.7に，動的演算資源調整を用いて Q1’
が完了した時点で新たに利用可能となったインスタンスを Q1に割当てた場合の結果を図
4.8 に示す．動的演算資源調整を用いなかった場合，Q1 はクエリが完了するまで実行開
始時点のインスタンス数のみを利用し，クエリ完了まで 360秒要した．それに対し，動的
演算資源調整を用いた場合，Q1が完了すると実行されているクエリは Q1’のみとなり動
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図 4.9: 高優先度クエリの割り込み: 動的演算資源調整なし
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図 4.10: 高優先度クエリの割り込み: 動的演算資源調整あり

的演算資源調整によって Q1’に全てのインスタンスが割当てられるため，Q1が完了した
52秒の時点で，動的演算資源調整によって Q1’に 16インスタンスが割当てられた．Q1’
の実行は 92秒で完了し，提案手法を用いることによって Q1の実行時間は 268秒短縮さ
れた．本実験によって，クエリの実行中に新たに演算資源が利用可能となった場合に，提

案手法を用いて当該演算資源を実行中クエリに対して割当てることにより，当該実行中ク

エリを加速することが可能であることが確認された．
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4.4.2 ケーススタディ 2: 高優先度クエリの割り込み

前節で示したものとは異なるケーススタディとして，利用可能な演算資源がない状態で

高優先度のクエリの実行が要求された場合を想定する．この状況において，動的演算資源

調整を行わない場合には，実行中のいずれかのクエリが完了し新たに演算資源が利用可能

になるまで高優先度のクエリの実行開始が遅延される．本章で提案する動的演算資源調整

手法を用いた場合，低優先度のクエリの利用演算資源を減少させ，それによって解放され

た演算資源を利用することで，高優先度のクエリを即座に開始することが可能となる．こ

れにより，高優先度クエリは他のクエリの完了を待つことなく実行を開始し，従来より実

行の要求から短時間で当該クエリの実行が完了することが期待される．

本実験では，Q1を優先度 1に設定して実行を開始し，Q1実行開始の 10秒後に優先度
を 15に設定した Q2の実行を要求した．クエリの実行中に，1秒ごとにその時点での利
用しているインスタンス数，全ての利用インスタンスでの合計 CPU使用率，合計 IOPS
を，Q1，Q2のそれぞれについて記録した．提案手法を用いなかった場合の結果を図 4.9
に，提案手法を用いて，Q2のクエリ実行開始を要求した時に Q1から Q2への演算資源
の割当てを行い Q2を即座に実行した場合の結果を図 4.10に示す．Q1開始時点では他に
実行されているクエリは存在しないため，Q1 は 16 インスタンスを割当てられて実行を
開始した．提案手法を用いなかった場合，10 秒の時点で Q2 の実行を要求されたにも関
わらず，Q1が完了する 45秒時点まで Q2の開始が遅延されるため，Q2が完了するのは
Q2の実行を要求してから 55秒後となった．提案手法を用いた場合，Q2の実行を要求す
ると，Q1，Q2の割当てインスタンス数はそれぞれのクエリに設定された優先度に基づい
て調整され，Q1，Q2の割当てインスタンス数はそれぞれ 1，15となった．これによって
Q2は実行を即座に開始することが可能となり，Q2の実行は 22秒で完了した．即ち，提
案手法を用いることで，Q2 の実行を要求してから完了するまでの時間を 33 秒短縮する
ことができた．一方，両方のクエリが完了するまでに要した時間は，提案手法を用いた場

合，用いなかった場合と比べて 4秒遅くなっていた．これは提案手法によって演算資源の
調整を行った際に，割当てられた演算資源によってクエリの IOPSが増減するまでに遅延
が存在するために，演算資源の調整を行うことで低優先度のクエリの実行に遅れが生じた

ものと考えられる．

本実験によって，提案手法を用いることにより演算資源の空きがない状況においても高

優先度のクエリを割り込んで開始することができ，実行の要求から完了までの時間を短縮

する効果が得られることを明らかにした．
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図 4.11: 多数のクエリでの動的演算資源調整

4.4.3 ケーススタディ 3: 多数のクエリでの動的演算資源調整

より実環境に近いケーススタディとして，異なる優先度を持つ多数のクエリが同時，あ

るいは随時実行される状況を想定し，当該状況においても，提案手法によって実行中クエ

リに割当てる演算資源を調整し，例えば優先度の高いクエリは多くの資源を割当てて即座

に実行を開始しつつも，高優先度クエリの実行が完了し当該クエリの実行に割当てられて

いた演算資源が他のクエリに割当て可能になり次第，優先度に基づき各クエリへの演算資

源の割当てを再度調整することが可能になるなど，よりクエリ毎の優先度に基づいた演算

資源の調整が可能となることを示す．

ケーススタディ 3では，第 4.1節で示したQ1，Q2に加えて，σ(orders) ▷◁ lineitemを実
行するQ3，σ(customer) ▷◁ orders ▷◁ lineitem ▷◁ supplierを実行するQ4，σ(supplier) ▷◁

partsuppを実行する Q5の 5クエリを用い，Q3，Q4，Q5の選択率は 1%となるように
設定した．まず Q1，Q2，Q3を優先度 1に設定して実行を開始し，開始から 10秒後に優
先度 1で Q4の実行を要求した．さらに Q4開始から 10秒後に Q5を優先度 4に設定し
て実行を要求した．クエリの実行中に，1秒ごとにその時点での利用しているインスタン
ス数，全ての利用インスタンスでの合計 CPU使用率，合計 IOPSを，各クエリについて
記録した．

結果を図 4.11に示す．Q1，Q2，Q3に設定された優先度は全て 1であるため，各クエ
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リは 5インスタンスずつ割当てられて実行を開始した．Q4の実行要求時には，Q4に設
定された優先度は Q1，Q2，Q3と同じく 1であるため，提案手法によって Q1，Q2，Q3
に割当てられたインスタンス数が 4になるように調整され，Q4は 4インスタンスを割当
てられて実行を開始した．Q5の実行要求時には，Q5に設定された優先度は 4であるた
め，Q1，Q2，Q3，Q4の割当てインスタンス数が 2に調整され，Q5は 8インスタンス
を割当てられて実行を開始した．その後，Q5，Q4，Q2，Q3，Q1 の順にクエリが完了
し，各クエリの完了時点において，残りのクエリの割当てインスタンス数の比率が各クエ

リの優先度の比率と等しくなるように調整された．Q5は他のクエリと比べて高い優先度
を設定されていたが，提案手法によって Q5 の実行を優先度に応じた演算資源を割当て
て開始することができた．また，IOPSについても，クエリ毎に演算資源あたりの得られ
る IOPS に差があるために全クエリでの合計 IOPS は一定とならないもの，クエリ毎の
IOPSについては割当てられた演算資源に応じた値を得ることができた．
しかしながら，いくつかの時間帯において，クエリに割当て可能であるがどのクエリに

も割当てられていないインスタンスが存在した．例えば，高優先度に設定された Q5につ
いて，Q5の実行要求時点における実行中クエリの割当て演算資源を調整することによっ
て，Q5の実行を多くの資源を割当てつつ開始することができたものの，実行中クエリに
対する演算資源調整に 5秒程度の時間を要したために，Q5の実行要求から開始までに 7
秒程度の遅延を要した．当該遅延が発生している間に，クエリに割当て可能なインスタン

スで，どのクエリにも割当てられていないものが最大 8インスタンス存在した．演算資源
の調整に伴う遅延を削減することによって，提案手法による資源調整はより効率よく資源

を利用可能になるものと考えられる．本実験によって，優先度の異なる多数のクエリが実

行される状況においても，提案手法によって実行中のクエリの割当て演算資源をクエリの

優先度に基いて調整可能であることを示した．

4.4.4 ケーススタディ 4: 資源解放によるインスタンス利用コスト削減

これまでのケーススタディは全体での利用可能資源量が一定であるという状況を想定し

ていたが，クラウド環境は迅速な資源の確保・解放が可能であるという特徴を有してお

り，当該特徴をデータベースエンジンにおける動的演算資源伸縮に活用するためには，利

用可能な資源量に変動がある場合に，各クエリの実行に割当てる資源の調整を可能とする

ことが求められる．

提案する動的演算資源調整は利用可能資源量に変動がある場合においても資源調整が可

能であることをケーススタディによって示す．本ケーススタディでは，利用可能なインス
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図 4.12: 資源解放によるインスタンス利用コストの削減

タンス数が 32 である状況において，Q1 と Q2 をそれぞれ優先度 1 を設定して実行開始
し，クエリの実行中に利用可能資源を解放して 16 まで減らした．クエリの実行中に，1
秒ごとにその時点での利用しているインスタンス数，全ての利用インスタンスでの合計

CPU使用率，合計 IOPSを，各クエリについて記録した．
結果を図 4.12 に示す．クエリ実行開始時における Q1，Q2への割当てインスタンス数
は，優先度に従ってそれぞれ 16となった．利用可能資源解放後には，Q1，Q2へのイン
スタンスの割当ては優先度に従ってそれぞれ 8となった．Q2完了後には，Q2に割当て
られていたインスタンスが Q1 へと割当てられて，Q1 の割当てインスタンス数は 16 と
なった．本実験により，クエリの実行中に利用可能資源の量が減少する状況においても，

提案手法によって優先度に基づいた資源割当てが可能であることを示した．

4.4.5 ケーススタディ 5: 資源確保による需要増への対応

本ケーススタディでは，一時的に資源需要が増加する状況において，新たに利用可能資

源を確保し提案手法によって当該資源の割当てを行うことによって，一時的な需要増に即

応可能であることを示す．

本ケーススタディでは利用可能インスタンス数が 16である状況において Q1を優先度
1に設定して開始した．Q1開始の 10秒後に Q2を優先度 1で開始した．Q2の開始十秒
後に資源の追加確保を行い，利用可能インスタンス数を 32 とした．Q2 の実行完了後に
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図 4.13: 資源確保による需要増への対応

資源の解放を行い，利用可能資源を 16とした．クエリの実行中に，1秒ごとにその時点
での利用しているインスタンス数，全ての利用インスタンスでの合計 CPU使用率，合計
IOPSを，各クエリについて記録した．
結果を図 4.13に示す．Q1は割当てインスタンス数 16で開始し，Q2の実行開始時に
は優先度に基づく割込みが行われ，Q1，Q2の割当てインスタンス数はそれぞれ 8となっ
た．資源の追加確保実行後には Q1，Q2の割当てインスタンス数はそれぞれ 8となった．
本実験により，一時的にデータベースエンジン全体での資源要求が増加した状況において

も，利用可能資源の追加確保を行い当該資源を提案手法によって割当てることによって，

一時的な需要増に即応が可能となることを明らかにした．

4.4.6 ケーススタディ 6: 動的演算資源調整によるデッドラインを考慮し
た資源割当て

これまでのケーススタディでは各クエリごとに設定された優先度に基づき，各クエリへ

の割当てインスタンス数の比がクエリの優先度の比と等しくなるように動的演算資源調整

を行った．各クエリへの割当て資源量の決定には，各々のクエリの優先度の他，当該クエ

リに設定されたデッドライン，即ちユーザが当該クエリの完了時点において超過すること

を望まない時刻に基づいた方法が考えられる．本ケーススタディでは，本論文によって提

案する動的演算資源調整によって，クエリの実行が要求された時に，当該クエリのデッド
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(a) 動的演算資源調整なし
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(b) 動的演算資源調整あり

図 4.14: デッドラインを考慮した動的演算資源調整

ラインまでの時間が実行中のクエリのデッドラインまでの時間よりも短い場合には，本論

文において提案する動的演算資源調整によって当該新規クエリに可能な限りの多数の資源

を割当てることによって，各クエリでのデッドラインの超過を回避することが可能となる

ことを示す．

本ケーススタディでは，Q1，Q2，Q3のそれぞれについて，0秒，20秒，40秒時点に
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おいて実行要求し，各々のクエリのデッドラインを 250秒，170秒，90秒時点にに設定
した．動的演算資源調整を行わない場合には，各々のクエリを要求が行われた順に実行し

た．動的演算資源調整を行う場合には，クエリの実行要求が行われた際に，当該クエリの

デッドラインまでの時間が，実行中クエリのデッドラインまでの時間よりも短い場合に

は，当該新規クエリに可能な限りの多数のインスタンスを割当てて実行を開始した．クエ

リの実行中に各クエリへの割当てインスタンス数と IOPS を 1 秒ごとに計測した．得ら
れた結果を図 4.14に示す．動的演算資源調整を行わない場合には，Q1，Q2，Q3の順で
クエリが実行され，Q2と Q3でデッドラインの超過がが発生した．デッドラインの超過
時間は Q2，Q3のそれぞれについて 14秒，124秒であった．動的演算資源調整を行う場
合には，Q2の実行が要求された際には，Q2のデッドラインまでの時間がが Q1のデッド
ラインの時間よりも短いため，Q1の割当てインスタンス数は 1まで減らされ，Q2は 63
インスタンスを割当てて実行が開始された．Q3 の実行開始時も同様に 62 インスタンス
を割当てて実行が開始された．Q3 の完了時には，Q3 に割当てられていたインスタンス
は，次にデッドラインまでの時間が短い Q2に割当てられたために，Q3完了後の Q2の
割当てインスタンス数は 63 となり，Q2 の完了後も同様に Q1 の割当てインスタンス数
が 64となった．動的演算資源伸縮を用いた資源割当てにおいては，全てのクエリをデッ
ドラインまでに完了することができ，クエリのデッドラインの合計時間は 0秒であった．
本実験によって，複数のクエリが実行されている状況において，本論文において提案する

動的演算資源調整手法を用いて各々のクエリのデッドラインを考慮した資源割当てを行う

ことによって，各々のクエリのデッドライン超過時間を削減することが可能であることを

明らかにした．

4.5 ハッシュ結合クエリに対する動的演算資源調整

前節では，インデックス結合から構成されるクエリに対する動的演算資源調整について

の評価実験を示した．本節では，ハッシュ結合から構成されるクエリを対象とする．

4.5.1 バケット移送の並列化による性能向上

第 3章において論じたように，ハッシュ結合の状態移送はインスタンス間においてハッ
シュテーブルのバケットを移送することによって行われるが，演算資源の追加においては

実行中インスタンスから追加インスタンスへ，演算資源調整の削除においては停止インス

タンスから残余インスタンスへと状態を移送することとなり，状態移送後の各インスタン
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図 4.15: 状態移送の並列度と実行時間

スの負荷を均衡化するためには，当該状態移送を多数のインスタンスの組で実行する必要

があるため，複数のインスタンスの組で並列して状態移送を実行することによって，演算

資源調整の実行時間を高速化することが期待される．32インスタンスを割当てて実行中
のハッシュ結合クエリに 32インスタンスを追加する，ならびに 64インスタンスを割当て
て実行中のハッシュ結合クエリから 32 インスタンスを削除する演算資源調整において，
状態移送の並列度を変えて資源調整の実行時間を計測した．結果を図 4.15に示す．状態
移送を並列に行うことによって資源調整の実行時間を短縮し，32並列によって資源追加
では 10.5倍，資源削除では 9.7倍の高速化が得られることを示した．

4.5.2 1クエリでの動的演算資源量調整

本実験では，提案する動的演算資源調整手法によって，ハッシュ結合クエリの実行に割

当てる演算資源を調整可能であることを示すために，ハッシュ結合クエリの実行中におい

て，提案手法によって利用するインスタンス数の追加・削除を行い，1秒ごとにその時点
における利用インスタンス数，ならびに入出力スループットを計測した．インスタンス数

の追加・削除操作としては，インスタンス数 8でクエリの実行を開始し，インスタンス数
を 32,64まで増やす操作を行い，その後にインスタンス数を 32,8まで減らす操作を行っ
た．結果を図 4.16に示す．提案手法によって，ハッシュ結合クエリに対してクエリ実行
に割当てる演算資源を調整し，それによってクエリ全体での入出力スループットを調整可

能となることが確認された．資源調整のオーバーヘッドとして，資源追加・削除ともに，

資源調整から完了までに 10秒程度の時間を要した．ハッシュ結合に対する演算資源調整
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図 4.16: ハッシュ結合クエリに対する動的演算資源調整
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図 4.17: 異なる結合方式の複数クエリに対する資源調整

では，インデックス結合に対する演算資源調整と異なり，バケットの移送による状態移送

が必要となるため，より資源調整のオーバーヘッドが大きくなったものと考えられる．本

実験による，提案手法にハッシュ結合から構成されるクエリについて動的資源伸縮が可能

となることを示した．

4.5.3 異なる結合方式の複数クエリに対する資源調整

並列データベースエンジンにおける結合演算の実行方式はハッシュ結合が広く用いられ

ているが，ハッシュ結合はデータセットを全件走査する手法であるため，クエリの選択率

の影響は小さい．一方，インデックス結合は，インデックススキャンを用いてネステッド
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ループ結合を行う結合方式であり，インデックス結合では選択率が小さい場合に大きく実

行速度が向上するため，低選択率のクエリではインデックス結合による実行方式がより高

速にクエリを実行可能であることが知られている．ハッシュ結合クエリとインデックス結

合クエリの両方が実行されている状況において，両実行形式のクエリに対して動的資源調

整を実現することにより，より広範なクエリに対して動的資源調整が可能となったとい

える．

ハッシュ結合クエリとインデックス結合クエリの両方が実行されている状況において，

提案手法によって演算資源調整が可能となることを示すために，ハッシュ結合クエリの実

行中に，インデックス結合クエリの割込み実行を行う評価実験を行った．本実験では選択

率 50% としたハッシュ結合クエリの実行を行い，当該クエリの実行開始 40 秒後にイン
デックス結合クエリの開始を要求した．ハッシュ結合クエリ，インデックス結合クエリに

設定する優先度はそれぞれ 1，7とし，各々のクエリに割当てる割当てるインスタンス数
を優先度の比と等しくなるようにした．クエリの実行中に，各々のクエリについて実行に

割当てているインスタンス数と入出力処理のスループットを 1 秒ごとに計測した．得ら
れた結果を図 4.17に示す．実行中のハッシュ結合クエリの割当てインスタンスを減らす
ことによって，インデックス結合の割込実行が可能となることを確認した．本実験によっ

て，ハッシュ結合とインデックス結合の両方を含む複数のクエリに対して，提案手法に

よって動的演算資源調整が可能となることを示した．

4.6 大規模環境における動的演算資源調整

4.6.1 演算資源量に対する静的スケーラビリティ

本実験では，256インスタンス規模の環境におけるクエリ実行について，演算資源に対
して実行速度の向上が得られることを示すために，図 4.18に示す Q1，Q2，Q3のそれぞ
れについて実行に割当てられたインスタンス数に対する実行時間ならびに平均 IOPS を
計測した．各々のクエリについて，インスタンス数 8の時の実行時間を 8とした時の性能
向上率ならびに平均 IOPSを図 4.19に示す．インスタンス数 256の時に，Q1では 242.3
倍，Q2では 229.6倍，Q3では 229.9倍の性能向上が得られた．また，平均 IOPSは Q1，
Q2，Q3 のそれぞれについて，8.7M，9.4M，8.6M となった．この結果から，提案する
データベースエンジンにおいて 256 インスタンスまでインスタンス数に応じた性能向上
が得られることが確認された．
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select p_brand,
sum(l_quantity)
sum(l_extendedprice * (1 - l_discount) * (1 + l_tax))

from part
join lineitem on part.p_partkey = lineitem.l_partkey
where [part selection condition]
group by p_brand

(a) Q1

select o_orderpriority,
sum(l_quantity)
sum(l_extendedprice * (1 - l_discount) * (1 + l_tax))

from customer
join orders on customer.c_custkey = orders.o_custkey
join lineitem on o_orderkey = l_orderkey
where [customer selection condition]
group by o_orderpriority

(b) Q2

select n_name,
sum(ps_supplycost),
sum(l_quantity)
sum(l_extendedprice * (1 - l_discount) * (1 + l_tax))

from customer
join orders on customer.c_custkey = orders.o_custkey
join lineitem on o_orderkey = l_orderkey
join partsupp on l_partkey = ps_partkey and l_suppkey = ps_suppkey
join supplier on s_suppkey = ps_suppkey
join nation on s_nationkey = n_nationkey
where [customer selection condition]
group by n_name

(c) Q2

図 4.18: 大規模環境における評価実験に用いたクエリ

4.6.2 1クエリでの動的演算資源量調整

本実験では，提案する動的演算資源調整手法が，256インスタンスの規模において，実
行に割当てる演算資源を調整可能であることを示すために，インデックス結合クエリの実

行中において，提案手法によって利用するインスタンス数の追加・削除を行い，1秒ごと
にその時点における利用インスタンス数，ならびに入出力スループットを計測した．イン

スタンス数の追加・削除操作としては，インスタンス数 64でクエリの実行を開始し，イ
ンスタンス数を 128,256で増やす操作を行い，その後にインスタンス数を 128,64まで減
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らす操作を行った．結果を図 4.21に示す．256インスタンスの規模においても演算資源
を調整し，それによってクエリ全体での IOPSを調整可能となることが確認された．256
インスタンスを割当てている間は平均 7.8 IOPSの処理性能が得られた．演算資源の追加
は数秒で完了したものの，演算資源の削除については，256インスタンスから 128インス
タンスへの削除の完了までに 20秒程度の時間を要した．これは，資源削除の際に，前段
から停止インスタンスへと送信済みであるデータの処理が完了するまで待つ必要があるた

め，演算資源削除の対象インスタンス数が増えるに従って，演算資源削除の実行時間が延

びることの起因するものと考えられる．本実験によって，提案手法によって 256インスタ
ンスの規模における動的演算資源調整が可能となることを示した．
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図 4.19: クエリ Q2の静的スケーラビリティ
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図 4.21: ハッシュ結合クエリに対する動的演算資源調整
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第 5章

共有ストレージ型並列データベース
エンジンにおける動的負荷分散手法

並列データベースエンジンは複数のプロセッサを用いて演算を並列化することによって

クエリ実行を高速化するデータベースエンジンであり，学術界，産業界の双方から多くの

提案がなされている [18, 51, 52, 54]．並列データベースエンジンにおいてクエリ実行に
用いているプロセッサ間の負荷に偏りが生じた場合，高負荷のプロセッサによってクエリ

全体の実行が律速されて低負荷のプロセッサの利用効率が低下し，結果としてクエリの実

行時間が長くなることが知られており，プロセッサ間の負荷を均衡化して偏りの影響を軽

減する負荷分散の研究が多くなされている [37–42]．
従来の並列データベースエンジンの多くは，処理能力の等しい均質なプロセッサを用い

てクエリが実行されることを前提としており，各プロセッサの負荷が等しい場合には各プ

ロセッサにおける処理時間が等しくなることを想定する．クエリ実行に用いるプロセッサ

の処理能力が等しくない場合，各プロセッサに等しい負荷を割り当てると，低い能力のプ

ロセッサの処理時間が相対的に長くなり，クエリ全体の実行速度が当該プロセッサの処理

速度によって律速され，高性能のプロセッサの利用効率が低下する．プロセッサの非均質

性に起因するプロセッサの利用効率への影響を軽減するためには，各プロセッサの能力に

応じて負荷を分散し，各プロセッサにおける処理時間を均衡化する手法が必要となる．

ユーザがネットワークを介して仮想化された演算・記憶資源を利用するパブリッククラ

ウド環境は，Amazon，Google などの事業者によって一般に提供されており，ユーザが
自らハードウェアを所有しデータセンタを構築するオンプレミス環境に加えて，近年広く

利用されるようになってきている．パブリッククラウド環境の多くは，事業者が所有する

データセンタに収められたサーバを仮想化しインスタンスとして提供しているが，実際に
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は事業者がユーザに提供可能なインスタンスには限りがある．その為，ユーザは当該ユー

ザが要求した能力を持つインスタンスを常に確保できるとは限らず，当該状況においては

ユーザは異なる能力のインスタンスを利用する必要がある．また，パブリッククラウド環

境が提供するインスタンスは仮想化されたものである為，同じ能力とされるインスタンス

においても実際に有する能力は異なる可能性がある [5–7]．パブリッククラウド環境のイ
ンスタンスを利用する際には，インスタンス毎のプロセッサの処理能力が異なる，即ち非

均質な演算資源を用いる状況を考慮する必要があり，均質な演算資源を前提とする並列

データベースエンジンではパブリッククラウド環境の演算資源を効率よく利用することは

できない．

並列データベースエンジンにおける結合演算の実行方式はハッシュ結合が広く用いられ

ているが，ハッシュ結合はデータセットを全件走査する手法であるため，クエリの選択率

の影響は小さい．一方，インデックス結合は，インデックススキャンを用いてネステッド

ループ結合を行う結合方式であり，インデックス結合では選択率が小さい場合に大きく実

行速度が向上するため，低選択率のクエリではインデックス結合による実行方式がより

高速にクエリを実行可能であることが知られている [8]．従来のインデックス結合はプロ
セッサの利用効率が低く，プロセッサ間の処理能力の偏りによる影響が小さいために，並

列データベースエンジンにおける負荷分散の対象としては主にハッシュ結合が扱われてき

た．しかし，アウトオブオーダ型実行方式 [77, 78]を用いることによって，インデックス
結合におけるプロセッサ利用効率を大幅に向上させることが可能であり，当該実行方式を

用いた場合はインデックス結合においてもプロセッサ処理能力の偏りの影響を大きく受け

ることとなる．

並列データベースエンジンにおいて演算資源の非均質性の影響を受けてプロセッサの利

用効率が低下するという問題に対しては，これまで主にハッシュ結合に対して負荷分散に

よって当該影響を軽減する研究が行われてきた [45]．しかしながら，インデックス結合，
とりわけアウトオブオーダ実行方式を用いた場合の演算資源非均質性の影響について取り

組んだ研究は，著者らの知る限り見当たらない．本論文は，ハッシュ結合とインデックス

結合の両結合方式に対して負荷分散手法を示すことにより，広範な選択率のクエリに対し

て優位な結合方式を選択しつつ，演算資源非均質性の影響を軽減しより高い性能向上が得

られることを示す点が特徴的である．
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5.1 共有ストレージ型並列データベースエンジンにおけるプ

ロセッサ間の処理時間の偏り

並列データベースエンジンは複数のプロセッサを用いてクエリ実行における演算を並列

化する．並列データベースエンジンでのクエリ実行においてプロセッサ間の処理時間に偏

りが発生した場合，最も遅いプロセッサによってクエリ全体の実行時間が律速される．ク

エリ実行中にプロセッサ間の処理時間の偏りが生じる原因としては様々なものが議論され

ている，並列データベースエンジンにおいて各プロセッサが一つのストレージを共有する

アーキテクチャである共有ストレージ型においては，プロセッサの能力の偏り，データの

分布の偏りの二つが主な原因として挙げられる [37]．

5.1.1 プロセッサの能力の偏り

プロセッサの能力の偏りについて，並列データベースエンジンの多くは，各プロセッサ

の能力が等しいことを前提としており，各プロセッサに等しい負荷を与えた場合には等し

い処理時間となることを期待する．クエリの実行に割り当てたプロセッサの能力に偏りが

存在する場合，各プロセッサに対して等しい量の負荷を与えたとしても，各プロセッサの

処理時間は異なることとなる．並列データベースエンジンを用いたシステムを運用する際

には，多くの場合，等しい能力を持つプロセッサを用いるが，システムの運用中に新たに

ノードを追加する場合や故障したノードを交換する場合などに，従来と同じ能力のプロ

セッサを用意できずに，結果として複数の異なる能力を持つプロセッサが混在する状況に

なることが考えられる．また，近年利用が広まっているパブリッククラウド環境を用いて

並列データベースエンジンのシステムを運用する場合，等しいな能力のプロセッサを持つ

均質なインスタンスのみではユーザが要求した量を確保できず，複数の能力のプロセッサ

を持つインスタンスを組み合わせなければならない状況が起こりうる．また，仮想化され

たサーバを提供するパブリッククラウド環境では，等しい能力のプロセッサを持つとされ

るインスタンスにおいても，実際に得られる能力が異なる場合があることが知られている

[5–7]．
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5.1.2 データの分布の偏り

次に，データの分布の偏り，即ちテーブル内の各列の値の分布が一様でなく偏りがある

場合について議論する．並列データベースエンジンにおいては，ノード間でネットワーク

を介してタプルを分配する際に，タプルの値に基づいて当該タプルの送信先を決定する操

作が必要となる場合がある．例として，並列データベースエンジンにおけるハッシュ結合

では，各タプルにおける結合キーのハッシュ値に基づいて，当該タプルの送信先を決定し

各ノードに分配する操作が行われる．当該操作において，結合キーの値の分布に偏りが存

在すると，特定のノードに多くのタプルが送信され，当該ノードのプロセッサの負荷が高

まることとなる．さらに，データの分布に偏りが存在すると，結合処理を行う際のタプル

毎の結合率にも偏りが生じる．即ち，ハッシュ結合において，ビルド側テーブルの 1タプ
ルに対して結合するプローブ側テーブルのタプル数が結合キー毎に異なることとなる．結

合率の高いタプルを含むバケットを割当てられたノードにおいて，多くのプローブ側タプ

ルの結合処理を行う必要がある為，当該ノードのプロセッサの負荷が高くなる．これらの

原因によって特定のノードのプロセッサに負荷が偏ると，当該プロセッサにおける処理時

間が延びて，プロセッサ間の処理時間に偏りが生じる．データの分布の偏りに起因する負

荷の偏りが発生するクエリの具体例としては，少数の特定の商品が特に多く売れた状況に

おいて，商品マスタテーブルと購入履歴テーブルを結合して顧客毎の売上を計算するクエ

リなどが考えられる．並列データベースエンジンにおける結合の実行方式としては，ハッ

シュ結合の他にインデックス結合が挙げられるが，インデックス結合ではタプルの送信先

は任意のノードを選択してよいため，データの分布の偏りがある場合においてもノード

毎の送信タプル数を等しくすることは容易であり，データの分布の偏りの影響は受けに

くい．

本論文では，本章で述べたプロセッサの能力の偏り，及びデータの分布の偏りの両方を

対象とし，当該偏りに起因するプロセッサ間の処理時間を均衡化する手法を示す．

5.2 共有ストレージ型データベースエンジンにおける動的負

荷分散手法

前章で議論した原因によってプロセッサ間の処理時間に偏りが生じた場合，最も遅いプ

ロセッサの処理時間にクエリ全体の実行時間が律速されて，全体としてプロセッサの利用

効率が落ちる．プロセッサ間の処理時間の偏りによるクエリ実行時間への影響は，プロ
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セッサ間の処理時間がが均衡化されるように負荷を分散することによって軽減が可能であ

る．負荷分散には，クエリの実行前に得られる情報のみを利用して各プロセッサの処理時

間が等しくなるように実行プランを作成する静的な手法と，クエリの実行中に得られた情

報を利用して各プロセッサの処理時間を均衡化する動的な手法が考えられる．クエリ実行

中の結合演算におけるデータの分布は，当該演算の前に実行される選択演算での条件に

よって容易に変わりうるため，結合演算において各プロセッサにどの程度の負荷の偏りが

生じるかをクエリ実行前に予測することは困難である．また，CPUのコア数や周波数な
どのプロセッサの仕様を事前に得ることは可能だが，クエリ実行において各プロセッサが

当該仕様によりどの程度の処理時間となるかを予測することは難しい．即ち，より広範な

環境およびクエリに対してプロセッサ間の処理時間の均衡化を行うためには，実行時に得

られる情報を用いて各プロセッサに負荷を分散し，各プロセッサの処理時間を均衡化する

動的な負荷分散手法が必要となる．本章では並列データベースエンジンの結合方式として

広く用いられているハッシュ結合に加えて，低い選択率においてハッシュ結合より優位と

なるインデックス結合の，2つの結合方式を含むクエリについて動的負荷分散手法を示す．

5.2.1 ハッシュ結合における動的負荷分散

並列データベースエンジンにおけるハッシュ結合は，一方のテーブルのタプルを結合

キー値に基づいてタプルを各ノードへと分配し，各ノードにおいてタプルの結合キー値を

キーとしたハッシュテーブルを構築するビルドフェーズと，もう一方のテーブルのタプル

を結合キー値に基づいて各ノードへと分配し，各ノードにおいてタプルの結合キー値に

よってハッシュテーブルを検索し当該処理によって得られたタプルとの結合処理を行うプ

ローブフェーズによって行われる．本節では各フェーズにおいてハッシュテーブルのバ

ケットの粒度での負荷モデルを示し，高負荷のノードから低負荷ノードへとバケットを移

行する手法 [26, 46, 47]を用いて，負荷の均衡化を行う手法を示す．

■ビルドフェーズにおける負荷モデル ハッシュ結合のビルドフェーズにおける負荷モデ

ルについて述べる．ビルドフェーズでは，各ノードにおいてビルド側のテーブルをフルス

キャンし，得られたタプルを結合キー値に基づいて各ノードへと分配した後に，各ノード

においてタプルの結合キー値をキーとしたハッシュテーブルの構築を行う．

各ノードにおける，テーブルのフルスキャンおよびタプルの送信処理について，1.フル
スキャンにおいて処理中のページから次のタプルを取得（処理中のページにタプルが残っ

ていない場合には入出力によって次ページを取得），2.得られたタプルから送信先の決定，
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3.タプルの送信の処理を行う．ノード iにおいて，入出力によるフルスキャンの次ページ

の取得に要する CPU時間を Cscan,i，1タプルの取得，送信先決定，タプル送信を行うの
に要する CPU時間を Cscansend とする．ある時間内におけるフルスキャンのページ取得

回数，タプルの送信回数をそれぞれ ∆Nscan,i，∆Nscansend,i とすると，当該時間内にお

ける合計の CPU時間∆CPUscan,i は，次式で表すことができる．

∆CPUscan,i = ∆Nscan,iCscan,i+
∆Nscansend,iCscansend,i

(5.1)

ハッシュ結合のビルドフェーズにおけるハッシュテーブルの構築では，ビルド側テーブ

ル 1タプルについて，1.タプルの受信，2.結合キーのハッシュ値からバケットの決定，3.
バケット内での結合キーによる探索，4.タプルの挿入，の順に処理を行う．1と 2は受信
したタプル毎に行うため，ノード iにおいて 1と 2の処理に要する CPU時間を Cbrecv,i，

3の処理に要する CPU時間を Cbsearch,i，4の処理に要する CPU時間を Cbinsert,i とす

る．ノード iのあるバケット j について，ある時間内での当該バケットにおけるタプル受

信回数，バケット内でのタプル探索回数，タプル挿入回数を ∆Nbrecv,ij，∆Nbsearch,ij，

∆Nbinsert,ij とする時，当該時間内においてバケットのビルド処理に要する CPU 時間
∆Cbuildbucket,ij は次のように表される．

∆CPUbuildbucket,ij = ∆Nbrecv,ijCbrecv,i+
∆Nbsearch,ijCbsearch,i+
∆Nbinsert,ijCbinsert,i

(5.2)

ビルド処理全体に要した CPU時間は，当該ビルド処理においてノードに割り当てられ
た全バケットの CPU時間の合計となる．バケットの総数をN としたときの，あるノード

iのビルド処理の CPU時間 Cbuild,i は，式 5.2を用いて，次のように表すことができる．

∆CPUbuild,i =
∑
j∈N

∆CPUbuildbucket,ij (5.3)

ノード iのビルドフェーズの処理に要する CPU時間を ∆CPUi は，式 5.1，式 5.3を
用いて次のように表すことができる

∆CPUi = ∆CPUscan,i + ∆CPUbuild,i (5.4)
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CPUi に対してノード iの CPU仕様に基づく係数 αi を掛けることによって，正規化

された負荷∆Li を定義する．

∆Li = αi∆CPUi (5.5)

■プローブフェーズにおける負荷モデル 次に，ハッシュ結合のプローブフェーズにおけ

る負荷モデルについて述べる．プローブフェーズでは，各ノードにおいてプローブ側の

テーブルをフルスキャンし，得られたタプルを結合キー値に基づいて各ノードへと分配し

た後に，各ノードでビルドフェーズで構築したハッシュテーブルを用いたプローブ処理を

行う．ノード iにおける，プローブ側テーブルのフルスキャンに要する CPU時間は，ビ
ルドフェーズにおけるフルスキャンと同様に式 5.1で表すことができる．
プローブフェーズにおけるプローブ処理では，プローブ側テーブルの 1 タプルについ
て，1.タプルの受信，2.結合キーのハッシュ値からバケットの決定，3.バケット内での結
合キーによる探索，4. 取得したビルド側テーブルのタプルとの結合，5. 結合結果タプル
の送信，の順に処理を行う．1と 2は受信したタプル毎に，4と 5は結合した得られたタ
プル毎に行うため，ノード iにおいて 1と 2の処理に要する CPU時間を Cprecv,i，3の
処理に要する CPU時間を Cpsearch,i，4と 5の処理に要する CPU時間を Cpsend,i とす

る．ノード iのあるバケット j について，ある時間内での当該バケットにおけるタプル受

信回数，バケット内でのタプル探索回数，タプル送信回数を ∆Nprecv,ij，∆Npsearch,ij，

∆Npsend,ij とする時，当該時間内においてバケットのプローブ処理に要する CPU 時間
∆CPUprobebucket,ij は次のように表される [47]．

∆CPUprobebucket,ij = ∆Nprecv,ijCprecv,i+
∆Npsearch,ijCpsearch,i+
∆Npsend,ijCpsend,i

(5.6)

ノード iにおけるプローブ処理全体に要する CPU時間は，当該プローブ処理において
ノードに割り当てられた全バケットの CPU時間の合計となる．バケットの総数を N と

したときの，あるノード iにおいてプローブ処理に要する CPU時間 CPUprobe,i は，式

5.6を用いて，次のように表すことができる．

∆CPUprobe,i =
∑
j∈N

∆CPUbucket,ij (5.7)
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ノード iにおける処理が，フルテーブルスキャンおよび一段のプローブ処理から構成さ

れる場合，ノード iのプローブフェーズの処理に要する CPU時間を∆CPUi は，式 5.1，
式 5.7を用いて次のように表すことができる．

∆CPUi = ∆CPUscan,i + ∆CPUprobe,i (5.8)

式 5.8と CPU仕様に基づく係数 αi を用いて，式 5.5と同様に正規化された負荷 ∆Li

を定義する．

■バケット移行を用いたハッシュ結合の動的負荷分散手法 ビルドフェーズ，プローブ

フェーズの各フェーズの処理における負荷モデルを示した．当該負荷モデルではバケット

ごとの負荷を求めることが可能であるため，ノード間で負荷の偏りが存在する場合には，

高負荷のノードから低負荷のノードへとバケットを移行し，当該バケットに紐づくタプル

の送信先を低負荷のノードへと切り替えることによって，負荷の均衡化を行う．[26, 46,
47]．
まず，ビルドフェーズ，プローブフェーズにおいて，ノード iでの各回数∆N，および

処理全体の CPU時間 ∆CPUi を複数回計測して，式 5.4，5.8を用いて連立方程式を立
式し，当該連立方程式を解くことによって各処理に要する CPU時間の係数を決定する．
当該係数を用いることによって，計測された∆N から，各ノードの正規化負荷 Li を求め

ることが可能になる．

各ノードの正規化負荷 Li が等しくなるようにバケット移行することで負荷の均衡下を

行う．バケットの移行を用いた動的負荷分散のアルゴリズムは，ビルドフェーズとプロー

ブフェーズについて同じ手法を用いることが可能であるが，例としてビルドフェーズにお

ける動的負荷分散のアルゴリズムを Algorithm3に示す．
各ノードは式 5.8および式 5.1において用いる各回数をカウントしておき，一定時間ご
とに当該回数を回収する．回収された回数から式 5.5によって用いて各ノードの負荷を計
算する．計算によって得られた各ノードの負荷について，最大値の最小値の差であるレン

ジを平均値で正規化した値を不均衡の度合いとして用い，当該値が一定のしきい値を上

回った場合に，ノード間のバケットを移行し負荷を均衡化する．移行するバケットの決定

は Algorightm4に示す手法によって行う．高負荷ノードのバケットを負荷が高い順に選
択し，当該バケットを高負荷ノードから低負荷ノードに移行したものとして負荷を求め，

当該移行後負荷が最小となるようなバケットの集合を移行対象とする．Algorightm4 に
よって決定されたバケットを移行した場合にまだ不均衡の度合いがしきい値を上回る場合
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は，最大負荷ノードと最小負荷ノードを求めて Algorightm4を適用することを不均衡の
度合いがしきい値を下回るまで繰り返すことによって，移行するバケットを決定する．

5.2.2 インデックス結合における動的負荷分散

インデックス結合では，ネステッドループ結合において内表からのタプルの取得を外表

の結合キー値を用いたインデックススキャンによって行う．従来のインデックス結合はプ

ロセッサの利用効率が低いため，並列データベースエンジンにおける負荷分散は主にハッ

シュ結合を対象として行われてきた．しかし，アウトオブオーダ型実行方式 [77, 78]を用
いることで，インデックス結合のプロセッサの利用効率を大幅に向上させることが可能と

なり，当該手法を用いた場合にはプロセッサ間の処理時間を均衡化する手法を用いること

で，プロセッサ間の能力の偏りに起因するクエリ実行速度の低下を軽減することが可能で

Algorithm 3 ハッシュ結合のビルドフェーズにおける動的負荷分散
Require: threshold: threshold of load imbalance

1: function HashJoinLoadBalance(threshold)
2: for i← nodes do
3: for j ← buckets(i) do
4: ∆CPUbuildbucket,ij = calcBucketLoad(i, j)
5: end for
6: CPUbuild,i =

∑
i∈N CPUbuildbucket,ij

7: ∆Cscan,i = calcScanLoad(i)
8: CPUi = CPUscan,i + CPUprobe,i

9: Li = αi(CPUscan,i + CPUprobe,i)
10: end for
11: h← node with the highest Li

12: l← node with the lowest Li

13: ImbalanceFactor = ∆Lh−∆Ll

avg(∆Li)

14: if ImbalanceFactor > threshold then
15: buckets = DecideBucketsToMigrate(h, l)
16: Migrate buckets from h to l

17: end if
18: end function
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ある．インデックス結合ではハッシュ結合と異なり，タプルをノード間で分配する処理に

おいて任意のノードにタプルを送信することが可能である．本論文では，各ノードごとに

送信先として決定される重みを定義し，当該重みを用いてインデックス結合の負荷モデル

を示し，重みを調整することによって各ノードのプロセッサの処理時間を均衡化する手法

を示す．

■インデックス結合における負荷モデル インデックス結合は，外表のスキャンによるタ

プルの取得，外表タプルの結合キー値による内表のインデックスの探索，得られたイン

デックスエントリからの内表タプルの取得と外表タプルとの結合の順に処理を行う．処理

の起点となる外表のスキャンの負荷はスキャンの手法やインデックスの種類によって異

なるが，本論文では広く用いられている B+ 木のインデックススキャンの場合について
議論する．B+木を用いた外表のスキャンの処理では，B+木内部の探索，B+木のリー

Algorithm 4 移行するバケットの決定
Require: h: node with the maximum load
Require: l: node with the minimum load

1: function DecideBucketsToMigrate(h, i)
2: buckets← sort buckets of h by its load in descending order
3: bucketsToMigrate← empty list
4: rem = Lh − Ll

5: for j ← buckets do
6: append j to bucketsToMigrate

7: L′
h ← calcluate load of h without bucketsToMigrate

8: L′
l ← calcluate load of l with bucketsToMigrate

9: newRem = |Lh − Ll|
10: if newRem > rem then
11: remove j from bucketsToMigrate

12: break
13: end if
14: rem = newRem

15: end for
16: return bucketsToMigrate

17: end function
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フページの取得，タプルの送信を行う．ノード iにおいて，ある時間内における木内部の

探索，リーフページの取得，タプルの送信のそれぞれの回数を，∆Nsearch,i，∆Npage,i，

∆Nsend,i とし，それぞれの処理に要する CPU時間を Csearch，Cpage，Csend とすると，

外表のスキャン処理に要する CPU時間は次式で表すことができる．

∆Cscan,i = ∆Nsearch,iCsearch,i+
∆Npage,iCpage,i+
∆Nsend,iCsend,i

(5.9)

次に，外表タプルの結合キー値による内表インデックス探索処理の負荷モデルについて

述べる．内表インデックス探索処理では，1タプルの受信毎に，1. 外表のタプルを受信，
2. 受信タプルの結合キーの値を用いて内表のインデックスをスキャン，3. 得られたイン
デックスエントリと外表のタプルを送信，の処理を順に行う．ノード iにおける 1および
2に要する CPU時間を Cirecv,i，3に要する CPU時間を Cisend,i とした時，インデック

ススキャンによって得られたインデックスエントリの数を j とすると，当該タプルのイン

デックス探索処理に要する CPU時間は Cirecv,i + j ∗Cisend,i となる．外表と内表の平均

結合率を J とすると，得られるインデックスエントリの数 j はインデックス探索処理が

十分な回数実行された場合には J に近づくと考えられる．ノード iにおいて，ある時間内

におけるインデックス探索のタプル受信回数を，∆Nindex,i とすると，∆Nindex,i が十分

に大きい時，当該時間内におけるノード iでのインデックス探索処理に要する合計 CPU
時間 Cindex,i は次のように表すことができる．

∆Cindex,i = ∆Nindex,i(Cirecv,i + J ∗ Cisend,i)
= ∆Nindex,iCitotal,i

(5.10)

ただし，Citotal,i = Cirecv,i + J ∗ Cisend,i である．

ここで，各ノード間でのタプルの分配におけるノード i への送信の重みを wi とする．

全ノードの数を Nとし，S = {1, 2, ..., N}とすると，タプル分配におけるノード iへの送

信割合は wi/
∑

i∈S wi となるが，簡単のために
∑

i∈S wi = 1が成り立つように wi を定

めるものとする．

この時，ノード i のインデックス探索処理に対して送信されたタプルの数を

∆Niprevsend,i とすると，ノード i においてインデックス探索処理が受信したタプル数

Nindex,i は次のように表すことができる．
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∆Nindex,i =
∑
i∈S

wi∆Niprevsend,i

= wi

∑
i∈S

∆Niprevsend,i

(5.11)

式 5.11を用いると，式 5.10は次のようになる．

∆Cindex,i = wiCitotal,i

∑
i∈S

∆Niprevsend,i (5.12)

インデックスエントリを用いて内表タプルの取得し外表タプルとの結合を行う処理の負

荷モデルについて述べる．当該処理では，1つのインデックスエントリの受信毎に，1. イ
ンデックスエントリと外表のタプルを受信，2. インデックスエントリから内表のタプル
を取得，3. 外表のタプルと内表のタプルを結合，4．結合タプルの送信，の処理を順に行
う．1,2,3,4 の処理はインデックスエントリの受信毎に常に一定の処理となるため，ノー
ド iにおける 1,2,3,4の処理に要する合計の CPU時間を Cjtotal とする．ノード iにおい

て，ある時間内におけるインデックスエントリの受信数を，∆Njoin,i とすると，ノード i

での内表タプル取得および結合の処理に要する合計 CPU時間 CPUjoin,i は次のように表

すことができる．

∆CPUjoin,i = ∆Njoin,iCjtotal,i (5.13)

ノード iにおいて内表タプル取得処理に送信されたタプルの数を ∆Njprevsend,i とする

と，式 5.13は次のように表すことができる．

∆CPUjoin,i = wiCjtotal,i

∑
i∈S

∆Njprevsend,i (5.14)

ノード i におけるインデックス結合が，外表のインデックススキャンおよび一段のイ

ンデックス結合から構成される場合，ノード i の処理に要する CPU 時間 ∆CPUi は式

5.12，式 5.13，式 5.9を用いて次のように表すことができる．

∆CPUi = ∆Cscan,i + ∆CPUindex,i + ∆CPUjoin,i (5.15)
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ハッシュ結合と同じく，式 5.15 とノード i の CPU 仕様に基づく係数 αi を用いて，

ノード iの正規化負荷 Li を次のように定義する．

∆Li = αi∆CPUi (5.16)

5.2.3 送信先決定の重みを用いたインデックス結合の動的負荷分散手法

式 5.16において，各ノードへの送信先決定の重み wi を用いた，各ノードのインデック

ス結合の負荷モデルを示した．wi を調整する事によって，インデックス結合における各

ノードの負荷を均衡化する手法を示す．

まず，ノード iにおいて，各回数 ∆N，および全体の CPU時間 ∆Ci を複数回計測し

て，式 5.15を用いて連立方程式を立式し，当該連立方程式を解くことによって各処理に
要する CPU時間の係数を決定する．
次に，ノード iへの送信の重みを w′

i に調整する時，調整後のノードの負荷 L′
i をは次の

ようになる．

CPU ′
i = w′

iCitotal,i

∑
i∈S

∆Niprevsend,i+

w′
iCttotal,i

∑
i∈S

∆Ntprevsend,i+

∆Cscan,i

∆L′
i = αi∆CPU ′

i

(5.17)

全てのノードで L′
i が等しいとして連立方程式を立式し，当該連立方程式を解いて全

ノードの負荷が全て等しくなるような w′
i を求める．

L′
1 = L′

2 = ... = L′
N (5.18)

求めた調整後の送信の重み w′
i を全ノードに送信し，各ノードにおいては受信した重み

に従ってタプル毎の送信先を決定することにってノード間の負荷を均衡化する．
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第 6章

動的負荷分散機構を備えた共有スト
レージ型並列データベースエンジン
の試作実装と評価

6.1 動的負荷分散機構を備えた共有ストレージがデータベー

スエンジンの試作実装

前章で示した動的負荷分散手法の有効性を実験によって評価するために，当該手法をに

基づいた共有ストレージ型データベースエンジンを試作した．当該試作のシステム構成図

を図 6.1に示す．当該試作では，クエリ実行に割り当てるノードに加えてクエリの実行全
体を管理するドライバと称するノードを用いるが，提案手法での一定時間ごとの各ノード

の計測値の収集，負荷の不均衡の判定，負荷分散手法の実行はこのドライバノードにおい

て行うようにした．各ノードにおける負荷の計算において，CPU仕様に基づく係数 αi と

して CPUコア数の逆数を用いた．
当該試作におけるクエリの実行方式は，アウトオブオーダ型実行方式 [77, 78]に基づい
たものを用いた．当該実行方式は，クエリの実行時に入出力処理に基づいて動的にタスク

分解を行い，当該タスクを複数の演算資源へと振り分けて並列に実行する．また，データ

ベースエンジンにおける共有ストレージとキーバリューストアをを用いるようにした．当

該試作の共有ストレージとして用いるための要件として，キーバリューストアでは主キー

による値の取得に加えて，全件の取得，及び値に対して二次索引を作成し当該二次索引に

よる値の取得が可能であることを必要とする．
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図 6.1: 動的負荷分散機構を有する共有ストレージ型並列データベースエンジンの試作実
装

6.2 実験環境

パブリッククラウド環境の Amazon Web Service（AWS) を用いて実験システムを構
築した．計算資源として EC2の c4.8xlargeタイプのインスタンスと，c4.2xlargeタイプ
のインスタンスを用いた．共有ストレージとしては DynamoDBを用いた．表 6.1に実験
環境の諸元を示す．

データセットとしては，TPC-Hベンチマークの dbgenを用い，Scale Factor = 100 で
生成したデータを用いた．さらに，データの偏りによるクエリ実行速度への影響を評価す

るために，dbgenが生成するデータに対して ordersの o_custkey，lineitemの l_partkey
の値の分布を偏らせたものを作成した．o_custkey，l_partkeyの分布は zipf分布を用い
た．zipf分布は，全要素の数 N における順位 k の頻度として表される．

f(k; s, N) =
1

ks∑
n∈N

1
ns

(6.1)

s が 0 で一様分布となり，大きくなるにつれて偏りの大きい分布となる．元の dbgen
用いて生成した一様分布のデータセット，および s = 1，s = 2を用いて生成した偏りの
あるデータセットをそれぞれ，Uniform，Moderate，Highと称することとする．作成し
た各データセットは Dynamodbにテーブルとしてロードし，各テーブルの外部キーには
TPCHの仕様に基づいた 2次索引を作成した．
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表 6.1: AWS（N. Virginia region）実験環境諸元

EC2 c4.8xlarge
CPU 36 vCPU
Memory 60 GiB
OS Amazon Linux 64bit (hvm)
Hardware Shared (Default Tenancy)
Network Bandwidth 10Gbps
Network Location Colocated (Placement Group)
EC2 c4.2xlarge
CPU 8 vCPU
Memory 15 GiB
OS Amazon Linux 64bit (hvm)
Hardware Shared (Default Tenancy)
Network Bandwidth High
Network Location Colocated (Placement Group)

select p_brand,
sum(l_quantity)
sum(l_extendedprice * (1 - l_discount) * (1 + l_tax))

from part
join lineitem on part.p_partkey = lineitem.l_partkey
where [part selection condition]
group by p_brand

図 6.2: 評価実験に用いたクエリ: Q1

クエリとしては図 6.2，6.3，6.4に示す 3つのクエリを用いた．各クエリは結合を含む
ものであり，結合方式としてはハッシュ結合およびインデックス結合をクエリの選択率に

応じて決定した．
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select o_orderpriority,
sum(l_quantity)
sum(l_extendedprice * (1 - l_discount) * (1 + l_tax))

from customer
join orders on customer.c_custkey = orders.o_custkey
join lineitem on o_orderkey = l_orderkey
where [customer selection condition]
group by o_orderpriority

図 6.3: 評価実験に用いたクエリ: Q2

select n_name,
sum(ps_supplycost),
sum(l_quantity)
sum(l_extendedprice * (1 - l_discount) * (1 + l_tax))

from customer
join orders on customer.c_custkey = orders.o_custkey
join lineitem on o_orderkey = l_orderkey
join partsupp on l_partkey = ps_partkey and l_suppkey = ps_suppkey
join supplier on s_suppkey = ps_suppkey
join nation on s_nationkey = n_nationkey
where [customer selection condition]
group by n_name

図 6.4: 評価実験に用いたクエリ: Q3

6.3 プロセッサの処理能力の偏りに対する負荷分散

6.3.1 プロセッサ処理性能の動的推定

並列データベースエンジンでは複数のプロセッサを用いてクエリを実行するが，プロ

セッサごとの能力が等しくない場合，各プロセッサに等しい仕事を割当てると，プロセッ

サ間の処理時間に偏りが生じ，最も遅いプロセッサの処理時間によってクエリ全体の実行

時間が律速される．非均質な演算資源を用いてクエリを実行する場合に，プロセッサの利

用効率を高めるためには，プロセッサ毎の能力に基づいて負荷を分散する手法が求めら

れる．

6.3.2 静的な資源の非均質性に対する負荷分散

能力の低いプロセッサが 1つ混在している状況における提案手法の有効性を示す．偏り
のない Uniformデータセットに対し，Q1，Q2，Q3の各クエリについて，選択率は 10%，
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(f) ハッシュ結合 クエリ 3

図 6.5: 低性能なインスタンスが 1つ混在している状況下での動的負荷分散を用いたクエ
リ実行時間．x軸の左の値は高性能な c4.8xlargeのインスタンス数，x軸の右の値は低性
能な c4.2xlargeのインスタンス数，y軸は動的負荷分散を用いなかった場合を 1とした正
規化実行時間を表す．

25%とし，10%の場合はインデックス結合を，25%の場合はハッシュ結合を用いて実行
時間を計測した．インスタンスのタイプは，c4.8xlarge，c4.2xlargeを用い，インスタン
ス数として c4.8xlargeは 7,15,31,47,63インスタンスを，c4.2xlargeは常に 1インスタン
スを用いた．これらのクエリについて動的負荷分散を無効にした場合と有効にした場合の

2通りで計測を行った．動的負荷分散を用いない場合の実行時間を 1とした正規化実行時
間を図 6.5に示す．正規化実行時間は動的負荷分散による実行速度の変化を表しており，
正規化実行時間が短いほど動的負荷分散によって得られた実行速度の向上が大きいことを

表す．

インデックス結合，ハッシュ結合の両方について，動的負荷分散を用いた場合に実行時

間の短縮が得られた．クエリ Q1，Q2，Q3のそれぞれについて，インデックス結合では
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図 6.6: 低性能インスタンスの割合を変えた場合のクエリ実行時間の比較．x軸の左の値
は高性能な c4.8xlarge のインスタンス数，x 軸の右の値は低性能な c4.2xlarge のインス
タンス数を表す．

最短で 0.738，0.693，0.646の，ハッシュ結合では最短で 0.755，0.713，0.773の正規化
実行時間が得られた．本実験により，提案手法はインデックス結合，ハッシュ結合の両方

について，能力の低いプロセッサ一つ混在する影響を軽減可能であることを示した．

能力が異なるプロセッサの割合による影響を確認するため，Uniform データセットに
対して，c4.8xlargeと c4.2xlargeを合わせて 64インスタンスを用いて Q1,Q2,Q2を実行
し，実行時間を計測した．64インスタンスのうち，c4.2xlargeのインスタンス数は 0，1，
16，32，48，63，64とした．Q1,Q2,Q3の選択率は 10%と 25%を用い，10%のときは
インデックス結合，25%のときはハッシュ結合を用いた．計測した実行時間を図 6.6に示
す．インデックス結合，ハッシュ結合ともに能力が低い c4.2xlarge インスタンスが 1 つ
混ざっているだけで実行時間が長くなった．一方，能力が異なる割合を変えた際の動的負

荷分散による実行速度の向上は，均質なインスタンスを用いた場合を除き，能力の低いイ

ンスタンス数の割合が小さいほど大きかった．これは，低性能のインスタンスが 1つでも
存在すると当該インスタンスによって全体の実行速度が律速されるが，低性能インスタン

スの割合が低い場合は低負荷となっている高性能インスタンスの数が多いために，動的負

荷分散による性能向上の余地が大きくなるためと考えられる．パブリッククラウド環境に

おいては，能力の異なるインスタンスを用いなければならない状況が起こりうるため，パ

ブリッククラウド環境を用いた並列データベースエンジンにおいて動的負荷分散機構を備

えることがより重要であると言える．本実験により，低い能力のプロセッサが少数混在す

る場合に実行速度が大きく低下すること，また提案手法によって当該影響を軽減可能であ

ることを明らかにした．
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図 6.7: 同一クエリを異なる選択率において実行した場合の実行時間．ハッシュ結合，イ
ンデックス結合のそれぞれについて動的負荷分散を用いなかった場合と用いた場合の実行

時間を表す．

また，高性能の c4.8xlargeを 64インスタンス，低性能の c4.2xlargeを 1インスタンス
用いて，Q3を異なる選択率において実行し，負荷分散を有効にした場合と無効にした場
合のそれぞれについて実行時間を計測した．選択率として，ハッシュ結合を用いた場合の

選択率を 100%, 50%, 25%, 10%，インデックス結合を用いた場合の選択率を 25%, 10%,
1%とした．結果を図 6.7に示す．ハッシュ結合，インスタンス結合ともに動的負荷分散
による実行速度の向上が得られた．また，ハッシュ結合では選択率によって実行時間は大

きくは変わらない一方で，インデックス結合では選択率が高くなるにつれ実行時間が増加

し，選択率 25%では負荷分散を無効にした場合と有効にした場合の両方でハッシュ結合
の方が方が短い実行時間となった．即ち，本実験に用いたクエリでは選択率 10%以下で
はインデックス結合が，選択率 25%以上ではハッシュ結合が優位な結合方式となったが，
どの選択率においても優位な結合方式に対して提案手法による実行速度の向上が得られ

た．本実験により，提案手法によってハッシュ結合とインデックス結合の両方について動

的負荷分散を行うことで，広範な選択率においてより優位な結合方式を選択しつつ非均質

な演算資源の影響を軽減可能であることを示した．
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図 6.8: インデックス結合クエリにおいて推定された処理性能の経時変動

6.3.3 動的な資源の非均質性に対する負荷分散

クラウド環境が提供するインスタンスは仮想化されたサーバであるため，同一物理マシ

ン上に割当てられた他のインスタンスが高負荷な処理を行うことによる影響や，別の実行

中のインスタンスを別の物理マシンに移送するインスタンスマイグレーションなどによっ

て，インスタンスから実際に得られる処理能力が動的に変動する場合がある．本論文で提

案する動的負荷分散手法は，クエリの実行時に得られる情報を用いてクエリ実行に用いて

いるプロセッサの処理能力を動的に推定するため，動的な処理能力の変動に起因する負荷

の偏りを均衡化し，処理能力の変動の影響を吸収可能であることを示す．

提案手法によってプロセッサの処理性能が推定可能であることを示すために，c4.8large
を 64インスタンス用いてインデックス結合クエリを実行し，1秒ごとに推定された性能
を記録した．各インスタンにおいて推定された処理性能を図 6.8に示す．推定された処理
性能は各インスタンスで概ね等しい値となった．本実験により，提案手法によってプロ

セッサの処理能力をクエリの実行中に推定可能であることを示した．

提案手法によって，動的に変動するプロセッサの処理能力の影響を軽減可能であること

を示すために，c4.8xlargeを 16インスタンス用いて，Q1をインデックス結合によって実
行するとともに，クエリ実行開始の 40秒後から，実行に割当てたインスタンスのうちの
ある 1インスタンスにおいて，当該インスタンス 50において%の負荷となるような別の
プロセスを 60秒間実行した．当該プロセスによって当該インスタンスに負荷を印加する
ことによって，当該プロセスを実行しているインスタンスにおける動的な性能変動を模擬
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図 6.9: 動的な処理能力の変動に対する動的負荷分散

するものである．動的負荷分散を用いた場合，用いなかった場合の両方について 1秒ごと
に各インスタンスにおける IOPS を計測し，動的負荷分散を用いた場合には推定された
処理能力を併せて計測した．得られた結果を図 6.9に示す．動的負荷分散を用いなかった
場合には，負荷印加をによってインスタンス間の性能の不均衡が発生し，負荷印加を行っ

たインスタンスにおける IOPSによって，他のインスタンスにおける IOPSが律速され，
クエリ全体の処理速度が大きく低下した．一方，動的負荷分散を用いた場合には，負荷印

加を行っているインスタンスの推定処理性能が低下し，当該推定性能に基づく負荷分散に

よって，他のインスタンスへの処理速度への影響を軽減し，クエリの実行時間を短縮する

ことが可能であることが確認された．本実験によって，クエリ処理に用いる演算資源の処

理能力が動的に変動する場合に，提案手法によって処理能力の変動を推定し，推定された

処理能力に基づいた負荷分散を行うことによって，動的な動的な演算資源の非均質性の影

響を軽減することが可能であることを明らかにした．
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図 6.10: データ分布に偏りのあるデータセットに対するクエリ実行の性能向上率

6.4 データの分布の偏りに対する負荷分散

並列データベースエンジンにおけるハッシュ結合で結合キーの値の分布が一様でない場

合，プローブフェーズにおけるタプルの送信先は結合キーによって決定されるため，特定

のノードに多くのタプルが送信されノード間の負荷の偏りが発生することが広く知られる
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ている．動的負荷分散手法によって，多くタプルが送られて高負荷となっているノードの

バケットを他の低負荷なノードに移すことで，ノード間の負荷が均衡化されクエリの実行

速度への影響を軽減可能であることを示す．

結合キーの分布に偏らせたデータセットであるModerate, Highの各データセットに対
して，Q1,Q2,Q3を動的負荷分散を用いない場合と用いた場合で実行し，それぞれの実行
時間を計測した．クエリ実行には c4.8xlargeを 1,8,16,32,48,64インスタンス用い．選択
率を 25%としてハッシュ結合によって実行した．得られた結果について，インスタンス
数 1のときの実行時間に対する性能向上率を図 6.10に示す．
図 6.10より，動的負荷分散を用いることで，用いない場合と比べてより高い実行速度の
向上が得られた．動的負荷分散を用いない場合と比べてModerateデータセットでは最大
1.34倍，Highデータセットでは最大 3.97倍の実行速度の向上が得られた．Highデータ
セットでは，データの分布の偏りがより大きいため，ノード間の負荷の偏りが大きく，動

的負荷分散によるプロセッサの利用効率向上の余地が大きい．その為，Highデータセッ
トにおいてより大きな実行速度の向上が得られたと考えられる．本実験により，提案手法

によってプロセッサの能力の偏りのみではなく，データの分布の偏りに起因する負荷の非

均衡についても影響を軽減可能であることを示した．

81



第 7章

結論

本論文では，共有ストレージ型並列データベースエンジンにおけるクラウド資源の高次

利用手法として，データベースエンジンにおいてクエリ実行時の資源伸縮性を実現する動

的資源調整手法，ならびに資源非均質性の吸収を実現する動的負荷分散手法を提案した．

動的資源調整手法においては，従来，データベースエンジンは実行中のクエリに対して

その実行に割当てる資源の調整を行うことが不可能であったのに対して，共有ストレージ

方式の並列データベースエンジンを対象として実行中のクエリに対して演算資源の割当て

を動的に変更することを可能とする動的資源調整手法を提案した．提案手法に基づく演算

資源調整機構を備えた備えた共有ストレージ型並列データベースエンジンの試作を行い，

パブリッククラウド環境を用いて構成した実験システムにおいて評価実験を行ったとこ

ろ，インデックス結合，ハッシュ結合といった代表的な演算について，提案手法によって

クエリ実行時の資源伸縮性が実現可能であることが確認された．また，実際のデータベー

スの利用状況を模擬したケーススタディを行ったところ，提案する動的演算資源調整手法

を用いることによって，優先度に基づいた資源割当てを行い高優先度クエリの割込み実行

が可能となるほか，各々のクエリに設定されたデッドラインを考慮した資源割当てを行い

各クエリのデッドライン超過時間の低減が可能となること，ならびにデータベースエンジ

ンにおいて利用可能資源に変動がある場合においても資源調整が可能となることを示し

た．さらに，パブリッククラウド環境の 256インスタンスを用いて構成した実験システム
において性能評価を行ったところ，256 インスタンスで最大 242.3 倍の性能向上，9.4M
IOPSの処理性能が得られることが確認された．
動的負荷分散手法においては，並列データベースエンジンにおいてクエリの実行に用い

る演算資源の処理能力が均質でない場合に，演算資源の処理能力の利用効率が低下する場

合があるという問題を指摘し，当該問題を解決するために，演算資源の処理性能をクエリ
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の実行時に動的に推定し，当該推定処理能力に応じて負荷を分散させることにより演算資

源の処理能力の利用効率を向上する動的負荷分散手法を提案した．パブリッククラウド環

境を構成した実験システムにおいて当該手法の評価実験を行ったところ，提案手法によっ

てインデックス結合では最大 0.693倍，ハッシュ結合では最大 0.713倍のクエリ実行時間
の短縮が得られることが確認された．低性能の演算資源は 1つ存在するだけでクエリの実
行速度が大きく低下することを示し，提案手法によって当該影響を軽減可能であることを

示した．また，演算資源の性能が動的に変動することを模擬した評価実験によって，提案

手法によって動的な資源非均質性の影響を軽減可能であることを示した．さらにハッシュ

結合について，データの偏りに対する負荷分散の評価実験を行ったところ，最大 3.97倍
の性能向上が得られることが確認された．

本論文では，演算資源を対象とし，クエリ実行時の演算資源伸縮を可能とする動的演算

資源調整手法と，演算資源非均質性の吸収を可能とする動的負荷分散手法を示した．当然

のことながら，並列データベースエンジンのクエリ実行には，演算資源のみではなく，メ

モリ資源，ストレージ資源，ネットワーク資源などの他の資源も必要となる．演算資源に

よって実効性能が律速されているクエリに対しては，本論文で提案する動的演算資源調整

手法を用いて，並列データベースエンジンにおいて実行中クエリに割当てる演算資源を調

整することにより，クエリ実行時に当該クエリの処理スループットを変動させることが可

能であるが，，他の資源によって実行性能が律速されるクエリに対して処理スループット

を変動させるためには，当該資源利用を動的に調整する手法が必要となるであろう．

また，本論文では，共有ストレージ型の並列データベースエンジンを前提とし，共有ス

トレージ型並列データベースエンジンにおける動的演算資源調整手法を提案した．並列

データベースエンジンのアーキテクチャとしては並列データベースエンジンの他に無共有

型が広く用いられている．無共有型は事前にデータを分割して各計算機に配置し，クエリ

実行が要求された場合に，当該クエリの実行におけるタスクの分割と事前のデータ分割と

を合わせることが可能である場合には，クエリの実行時に計算機間での通信を削減し，ク

エリの実行を高速化することが可能となる．無共有型では各々の計算機に分割されたデー

タの一部が割当てられるため，無共有型に対して動的演算資源調整を行う場合には，計算

期間でデータの移送が行うことが必須となる．無共有型へ動的演算資源調整手法を拡張す

る際には，データ移送による影響を軽減する手法が必要となることが予想される．

ITシステムの構築におけるクラウド環境のシェアは今後さらに高まるものと予想され
ており，またビジネス上のワークロードに基づいたユーザからの ITシステムへの要求も
更に複雑化していくものと推察される．データベースエンジンは IT システムにおいて
データ管理・取得の重要な役割を担うソフトウェアであり，データベースエンジンにおけ
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る資源利用を動的に制御することによって，今後さらに複雑化してゆくユーザの要求に応

じた資源利用を可能とすることが求められるようになるであろう．データベースエンジン

における資源利用を制御する手法の一例として，共有ストレージ型の並列データベースエ

ンジンについて演算資源に対する動的資源伸縮と動的資源非均質性吸収をを実現したとい

う点において，本研究の価値があると言えよう．データベースエンジンにおける動的な資

源利用の制御は未だ十分に開拓されていない領域であり，本研究を当該領域の端緒とし

たい．
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